




序     文 

  
 パプアニューギニア独立国では、山岳地域と離島地域が国土の大部分を占めており、特にアクセ

スの困難な遠隔地では教育施設や教員の質・量が極めて不足しているという現状があります。これら

の問題に対し、同国政府は、1993 年からカリキュラム改革を実施、翌 94 年には「教育開発計画 1995

－2004」を策定しました。この計画では、義務教育の 6 年制から 9 年制への変更などを行ったことに

加え、特に遠隔教育における基礎教育の質の向上を掲げています。 

 このような教育改革のなか、日本政府は特に遠隔教育の分野での支援を継続して行ってきました。

1999 年には無償資金協力「放送教育用教材開発センター整備計画」を実施、国立教育メディアセン

ターの建設を行いました。また 2002 年から 2004 年にかけて、開発パートナー事業「ライブ授業放送

を利用した遠隔地教育」にて地方 4 州の小学校 40 校に対して、首都のモデル校のモデル授業をテレ

ビ番組として放映する遠隔地教育のパイロットプロジェクトを実施しました。同国政府はこれを高く

評価し、その成果を引き継ぎ、メディアセンターを活用したテレビ授業の継続と現職教員研修への支

援を日本に要請しました。そして、2005 年から 2008 年にかけて、テレビ番組を活用した遠隔教育に

より授業の質の改善を図ることを目的とした「テレビ番組による授業改善プロジェクト」を実施しま

した。 

今般の終了時評価調査は、プロジェクト終了まで約 3 カ月となった段階で、パプアニューギニア政

府関係者とともに活動実績の確認や目標達成度の評価を行い、協力予定期間終了後の対応方針につい

て協議することを目的として、2008 年 8 月に実施したものです。本報告書は、調査団の調査・評価

結果を取りまとめたもので、今後の同国の教育協力の展開に、さらには他の国々における類似のプロ

ジェクト形成・運営に広く活用されることを願っております。 

ここに、調査にご協力いただいた内外関係各機関の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き一

層のご支援をお願いする次第です。 
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地     図 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

①モデル授業番組撮影 

首都ポートモレスビーでモデル教師

が授業を行い、メディアセンタースタ

ッフが撮影を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

②モデル授業番組編集 

撮影した映像を番組用に編集する。

（写真はメディアセンターダイレク

ター） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③モデル教師へのインタビュー 

写     真



 

 

 

 

 

 

 

④テレビ受信校（プロジェクト対象

校：Heyfield 小学校） 

配信されるテレビ授業を見ながら、受

信校教師が授業を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

⑤テレビ受信校（プロジェクト対象

校：Heyfield 小学校） 

配信されるテレビ授業に合わせて、生

徒用ワークシートで勉強する生徒。 

 

 

 

 

 

 

⑥テレビ受信校（啓発校：Paparom 小

学校） 

自己資金でテレビを購入し、校長先生

宅の床下でテレビ授業を行っている

学校。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦教育省幹部（Top Management Team）

との協議 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ミニッツ署名後 

又地団長と教育省大臣、計画省配属の

芹沢企画調査員。 

 

 

 

 

 

 

 

⑨テレビ受信用パラボラアンテナ 

衛星放送送受信用のパラボラアンテ

ナで、地上波の届かない地域ではこれ

が必要。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩地上波テレビ放送用トランスミッ

ター（中継機） 

これがあるとパラボラアンテナが不

要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪受信用テレビ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



略 語 表 

 

略語 正式名 日本語 

ARB Autonomous Region of Bougainville ブーゲンビル自治州 

AusAID Australian Agency for International Development オーストラリア国際開発庁 

BOM Board of Management （学校）運営委員会 

C/P Counterpart カウンターパート 

DEPI Diploma in Education Primary In-service 初等教育現職教員研修ディプロマ（コース）

DOE Department of Education 教育省 

EMTV EMTV エムティービー 

EQUITV Enhancing Quality in Teaching through TV 

Program 
テレビ番組による授業改善（プロジェクト）

NEMC National Education Media Center 国立教育メディアセンター 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PNG Independent State of Papua New Guinea パプアニューギニア独立国 

PNGEI Papua New Guinea Education Institute パプアニューギニア（初等）教育研究所 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



終了時評価調査結果要約表 

 

１．案件の概要 

国名：パプアニューギニア独立国 案件名：テレビ番組による授業改善プロジェクト 

分野：基礎教育 援助形態： 

技術協力プロジェクト（業務実施契約） 

主管部署：人間開発部 

基礎教育グループ 

基礎教育第一課 

協力総額（2008 年 8 月現在）： 

555,075（千円） 

先方関係機関：教育カリキュラム開発局、国立教育

メディアセンター、東セピック州教育局、ブーゲン

ビル自治州教育局 

協力期間： 

（R/D 署名）2005 年 7 月 6 日 

（延長：R/D 改訂署名）2006 年 12 月 22 日 

3 年 3 カ月（2005.8.28～2008.11.30） 日本側協力機関：JICA 

業務委託先：アイ・シー・ネット株式会社 

1-1 協力の背景と概要 

パプアニューギニア（PNG）では山岳地域と離島が国土の大部分を占めるため、都市から隔

絶した小規模な小中学校が多数点在する。特にアクセスの困難な遠隔地では教育施設や教員の

質・量が極めて不足している。PNG 政府は 1993 年からカリキュラム改革を実施、翌 94 年に

は「教育開発計画 1995－2004」を策定した。この計画では、9 年間の基礎教育をすべての子ど

もが修了すること、そのために遠隔地における質の高い基礎教育の普及を掲げている。 
 このような教育改革のなか、日本政府は特に遠隔教育の分野での支援を継続して行ってき

た。1999 年には無償資金協力「放送教育用教材開発センター整備計画」を実施、国立教育メ

ディアセンター（NEMC）を建設、また 2002 年から 2004 年にかけて、開発パートナー事業「ラ

イブ授業放送を利用した遠隔地教育」にて地方 4 州の小学校 40 校に対して、首都のモデル校

のモデル授業をテレビ番組として放映する遠隔地教育のパイロットプロジェクトを実施した。

同プロジェクトでは、テレビ受信校の生徒の学習態度の改善、教師の指導知識や教授法の改善

という成果を残し、PNG 政府はこれを高く評価した。これを受け、メディアセンターを活用

したテレビ授業の継続と現職教員研修への支援を日本に要請し、テレビ番組を活用した遠隔教

育により授業の質の改善を図ることを目的とした「テレビ番組による授業改善プロジェクト」

（EQUITV）の実施に至った。本プロジェクトは、開発パートナー事業の実績を踏まえつつ、

PNG が抱える遠隔地教育課題への対応のひとつとして、「テレビ授業」というアプローチを取

るいわば実験的な要素を含む案件である。 
当初、本プロジェクト期間は 2008 年 3 月までと設定されていたが、2006 年 9 月の運営指導

調査により活動計画の修正が行われ、2008 年 11 月まで 8 カ月間の期間延長となった。 
 
 



1-2 協力内容 

(1) 上位目標 

プロジェクト対象州の小学校において、テレビを活用した遠隔教育により授業の質が改善する。

(2) プロジェクト目標 

協力対象の小学校において、テレビを活用した遠隔教育の適切な実施・継続により、授業の質が

改善する。 

(3) 成果 

①質の高いモデル授業が継続的に配信される。 

 ②テレビ受信校のテレビ活用教師の授業方法が改善する。 

 ③テレビ受信校においてモデル授業番組を継続的に受信するための環境が整備される。 

  ④テレビ授業を活用した遠隔教育が全国の小学校に普及する可能性が検証される。 

(4) 投入（評価時点・一部確定した予定を含む） 

日本側： 

・ 日本人専門家：13 分野 

総括、教育計画、教育番組制作（映像技術）、教育番組

制作（教材設計・制作管理）、教育番組制作（視聴覚機

材保守管理）、理科教育（教材作成・カリキュラム分析）、

算数･数学教育、モニタリング・評価（モニタリング計

画）、モニタリング・評価（テレビ授業モニタリング）、

教授法、遠隔教育、学校運営、計 103.85M/M 

・研修員受入：5 人、計 2.67M/M 

 

・資機材供与費 ：計 34,145 千円 

 

２．評価調査団の概要 

団長・総括 又地 淳 JICA 国際協力専門員 
評価計画 1 横田 隆浩 JICA パプアニューギニア事務所所員 
評価計画 2 中村 寿美子 JICA 人間開発部基礎教育第一課職員 

調査者 

評価分析 關谷 武司 クリスタルインテリジェンス株式会社代表取締役 
調査期間 2008 年 8 月 16 日～2008 年 8 月 30 日 

（コンサルタント団員は 8 月 6 日～8 月 30 日）

調査の種類：終了時評価調査 

３．評価結果の概要 

3-1 実績の確認 

【成果】 

(1) 質の高いモデル授業が継続的に配信される。 

プロジェクトチームは、8 年生向け番組の制作・配信（208 本）、その前半部分の改訂版制作・

配信、そして現在 7 年生向けの番組制作・配信（評価時点で 133 本）を行っている。 

モデル教師はいまだ教科知識が不足しているが、授業の進行や時間をコントロールし、授業

案どおりに授業展開できるようになった。番組制作スタッフは独力で番組を制作・配信するこ

とが可能な能力を身に付けた。また、各委員会の活動ガイドラインが作成された。 

 



(2) テレビ受信校のテレビ活用教師の授業方法が改善する。 

テレビ授業を活用するための教師用ハンドブック、生徒用ワークシートが作成・配布された。

配布については一部遅延もあったが、内容については受信校教員から高く評価された。 

番組の活用方法を 5 分程度でまとめた「Hint＆Tips」番組と現職教員研修ディプロマ（コース）

（DEPI）番組は計画どおり作成されている。ただし、同番組は午後 2 時から 3 時の授業時間中

に配信されているため、インタビューによるとほとんどの教師は視聴していないとのことであ

った。 

州教育局視学官については、プロジェクトを通した州モニタリング委員会の活動などにより、

モニタリング計画ができるようになるなどそのキャパシティが向上した。また、モニタリング

委員会によって、ベースライン・エンドライン調査が計画どおり実施され、調査報告書が作成

されている。各学校の校長にもデータはフィードバックされている。 

(3) テレビ受信校においてモデル授業番組を継続的に受信するための環境が整備される。 

プロジェクト対象校へのテレビ番組受信用機材の配備は概ね予定どおり完了した。全体の約

50％以上の学校で、テレビを地域住民に開放し、週末にラグビーの試合観戦の機会を提供する

ことで、運営資金を集めている例があった。その他、学校運営委員会（BOM）を通じて、視聴

覚教室用に机を整備したり、機材のセキュリティにかかる経費や労力を提供したりするなど、

地域住民による受信校への支援の増加がみられた。 

プロジェクトでは学校レベルでの適切なテレビ機材の保守管理のためのメンテナンスハン

ドブックを作成し、2007 年末にはすべての学校へ配布した。加えて、各州においては学校に設

置されたテレビ機材の故障に対応するために、教育局職員と職業訓練学校教員を中心にしたサ

ービスチームが組織され、メンバーは軽微なトラブルの対応を行えるようになっている。 

(4) テレビ授業を活用した遠隔教育が全国の小学校に普及する可能性が検証される。 

プロジェクト活動の全国展開に関する実現可能性調査報告書は、計画どおり作成が進んでい

る。遠隔教員研修プログラムに関するレポートはすでに作成され、提出された。 

 

 以上、4 つのコンポーネントを総合的にみれば、プロジェクトの成果は現時点まで概ね計画どお

り達成されつつあると判断される。 

 

【プロジェクト目標】 

協力対象の小学校において、テレビを活用した遠隔教育の適切な実施・継続により、授業の質が

改善する。 

テレビ番組を視聴している生徒数は 2006 年 2,885 人（8 年生）、2007 年 2,817 人（8 年生）から、

2008 年には 5,492 人（7,8 年生）と増加している。 

テレビ番組を活用している教員数も 2006 年・2008 年の 8 年生担当が 202 人、2008 年はそれに 7

年生が加わり 404 人と増加している。 

プロジェクトが実施した授業観察結果からは、テレビ授業を活用する教師は、伝統的な教師中心

主義のスタイルから脱却しつつあり、指導方法、クラス運営、そして生徒に考えさせる質問技法を



身に付け始めたと確認できた。 

生徒の活動も活発で、グループ内で教え合ったりするなど、非テレビ受信校での授業観察との比

較を通して違いが確認できた。また、生徒の理解力については、ベースラインやエンドライン調査

の結果から、非テレビ受信校に比べて、受信校の生徒の学力テストの伸びが向上したことが確認さ

れた。 

以上のことより、プロジェクト目標はほぼ達成されつつあると判断される。  

 

【上位目標】 

プロジェクト対象州の小学校において、テレビを活用した遠隔教育により授業の質が改善する。 

各学校独自の努力でテレビ受信環境を整備することを期待された啓発校1は、現時点で 70 校に達

し、計画を上回るペースで拡大している。これらの啓発校においてテレビ授業を受けた生徒数は

2008 年で 6,613 人、テレビ授業を行った教員数は 458 人まで増加した。啓発校においても、プロジ

ェクト対象校と同様に、教師が教科知識や指導法を習得し、生徒の学習態度や学力にポジティブな

変化がみられる。 

ブーゲンビル自治州（ARB）と東セピック州では、域内での全校テレビ授業普及を目指した計

画が議会で承認され、今年から準備が進められることになっている。 

以上のことから、将来的には上位目標の達成は期待できると判断した。 

 

【スーパーゴール】 

すべての小学校において、テレビを活用した遠隔地教育により授業の質が改善する。 

本調査時点までに、PNG の新カリキュラム対象校（1,651 校）のうち 17.3％を占める 287 校にお

いてテレビ授業が活用されていることが確認されている。テレビ授業を受けた生徒数は、2006 年

4,565 人、2007 年 9,309 人、2008 年 19,695 人と増加している。テレビ授業を活用した教員数も、2006

年 310 人、2007 年 618 人、2008 年 1,348 人と増加している。教育省ではすでに全国への拡大を目

指したテレビ授業に関する政策（EQUITV Sustainable Plan）や実施計画のドラフトを作成済みであ

る。 

3-2 評価結果の要約 

(1) 妥当性：高い 

PNG 教育省は 1993 年からカリキュラム改革を実施、翌 94 年には「教育開発計画 1995－2004」

を策定した。同計画では、遠隔地における基礎教育の質の向上を掲げており本協力と一致する。ま

た、1993 年のカリキュラム改革により初等教育が 8 年生まで延長されたため、それまで 6 年生ま

での生徒を指導してきた小学校教師が、従来は中学校の内容である 7 年生、8 年生の教科内容まで

指導しなければならなくなり、特に教科知識の乏しい理数科の指導は困難となった。一方、同国は

山岳地域と離島地域が国土の大部分を占めるため、都市から隔絶した遠隔地の教員が対面式（Face 

to Face）の研修などを通して能力の向上を図るのは容易ではない。 

                                                   
1 プロジェクトでテレビ機材を供与しないが、各学校の自助努力によりテレビ授業実施のための環境整備を行うよう

にプロジェクトにおいて啓発を実施した学校。プロジェクト対象校ではない。 



このような状況下、PNG 政府は、基礎教育、遠隔地教育を政策優先課題と位置づけ、日本には

これらの経験の蓄積もあることから本プロジェクトを実施した。本プロジェクトでは、テレビを通

して首都のモデル授業を地方の遠隔地の学校へ提供することで、効果的・効率的に現地のニーズに

応えることができている。 

以上のことより、本プロジェクト実施の妥当性は高いと判断される。 

(2)  有効性：高い 

本プロジェクトは、首都の学校で行われている授業を、テレビ配信により遠隔地の教室内で見る

ことを可能とする。また、テレビ授業を教師と生徒へ同時に投入することが可能となる。さらに、

テレビ授業の活用効果を高めるために教師用ハンドブック、生徒用ワークシートが開発され、テレ

ビメディアが持つ一方向性のデメリットを補うことができる。 

また、学校レベルでのテレビ授業活用をサポートするための学校運営委員会への啓発活動によ

り、学校運営委員会は必要経費の捻出や機材セキュリティへの協力などを行っている。州の教育委

員会はモニタリングを実施し、サービスチームの活動と合わせて、学校を支援している。 

以上のように計画された成果は達成されつつあり、それらがプロジェクト目標の達成へと貢献し

ていることから、本プロジェクト実施の有効性は高いと判断される。 

(3)  効率性：全体としては高いが、個々の活動レベルでは低いところもみられる 

本プロジェクトでは全体の投入量が通常の 3 年程度のプロジェクトに比べるとやや多くなって

いるものの、多岐にわたる多くの活動を限られた期間と予算で実施し、計画された成果を概ね達成

していることから、プロジェクト全体としての効率性は高いといえる。ただし、その効率性の高さ

は、関係者の業務過多とテレビ授業の質をある程度犠牲にすることによって補われた面がある。 

個々の活動レベルでは、教育省側の予算支出の遅れによる活動の遅延、多数の主要カウンターパ

ート（Counterpart: C/P）の流出、初年度作成した全番組の半数の改訂などもあり、効率性の低い部

分も散見される。 

(4)  インパクト：非常に高い 

対象州のブーゲンビル自治州、東セピック州では、州全域への拡大計画を決定し、2007 年 12 月

に州政府の承認も得ている。啓発州の東ニューブリテン州では、当初計画の 2 倍以上の小学校が自

助努力でテレビを購入し、テレビ授業を利用し始めており、上位目標の達成に向けた活動が進んで

いる。 

これ以外にも、テレビ授業プログラムを活用したことで、生徒の出席率向上、教室内でのジェン

ダー配慮、コミュニティと学校との連携強化などさまざまな予期せぬ効果がみられている。テレビ

授業に対する生徒の関心も高く、学力の向上傾向が確認された。 

以上のことから、本プロジェクト実施のインパクトは非常に高いと判断される。 

(5)  自立発展性：中程度 

政策面に関し、2008 年 7 月 18 日の教育省幹部会議において、全国へプロジェクトを展開するこ

とが決定された。教育省は全国展開計画を策定済みであり、今後も政策的支援は継続するものと考

えられる。一方で、その実施については実際の予算承認を待たねばならず、現時点において、その

見込みは未定である。 



組織・財政面に関し、全国展開する場合でも、テレビ番組制作に関する業務は、メディアセンタ

ーなど中央レベルでの番組制作・配信については現行の業務から大きく変わらないため、現状のま

までも継続可能であると思われるが、データ処理、地方支援、モニタリングなどについては、現在

の組織では対応できず、新たに構築していく必要がある。 

技術面について、対象州 2 州においてテレビ授業の配信と受信校によるテレビ授業の活用は、現

状維持レベルではほぼ継続されると思われる。また、番組制作スタッフは自力で通常の活動を継続

できるレベルに能力は向上している。 

以上のことから、本プロジェクト実施後の自立発展性は中程度と判断される。 

3-3 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

 プロジェクトアプローチ 

・ テレビ授業を通して、教員には教科知識の復習や新しい指導法の習得、生徒へは質の高い授

業の機会が同時に与えられる。 

・ テレビを使うことで、遠隔地の学校でも首都の授業を、内容の質的低下なしに生徒・教員と

もに見ることができる。 

3-4 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 実施計画に関すること 

 プロジェクトデザイン 

本プロジェクトには、年間 200 本を超える番組の制作・配信だけでなく、全授業に用いる教師用・

生徒用教材の作成、遠隔地の啓発活動・技術的支援、モニタリング、現職教員研修番組の試作・試

行など、複数のプロジェクトにも匹敵するだけのコンポーネントが含まれていたといえる。よって、

2006 年 9 月に実施した運営指導調査において活動計画の修正が行われ、プロジェクト期間を 3 年 3

カ月（プロジェクト形成時 2 年 7 カ月）に変更する必要があった。さらに、プロジェクトを実施す

るなかで、モデル教師の教科知識・理解度の低さが課題となったが、当初計画への追加的な対応に

よって目標達成に大きな影響を及ぼさなかった。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

 実施上の問題 

・ 2006 年、2007 年と続けて教育省の予算支出が大幅に遅れ、特に 2007 年は地方における活動

がすべて 10 月まで停止し、プロジェクトの進捗に大きな影響を及ぼした。 

・ 啓発校が予想以上に増加したため、教材印刷費用が不足する事態となった。このため、2006

年にはすべての生徒へワークシートを配布できていたのが、2007 年以降は各教室に 10～20

冊程度しか配布できなかった。 

・ 2007 年 8 月にブーゲンビル自治州ブカ地域において、現地テレビ局である EMTV の中継ア

ンテナが倒壊した。これにより、その地域のテレビ配信がストップし、DVD による代替が行

われた。 

 



 カウンターパートのオーバーワーク 

こうした理由から、プロジェクトの前半部分では、モデル教師や番組制作スタッフをはじめとし

た C/P の業務負担はきわめて大きく、活動は連日深夜にまで及んだが、2006 年 9 月に行われた運

営指導による提言を受け、各委員会の活動ガイドブックの作成を通してワークフローを明確にする

ことにより、業務過多を軽減するための措置がとられた。 

 運営体制の合理化 

プロジェクト開始当初、上位組織である 3 つの連絡委員会とその下部組織として 8 つの作業委員会

が組織された。しかしながら、効率化を目指して、2006 年 9 月から作業委員会は 5 つに統合され

た。 

3-5 結論 

本プロジェクトではほぼ計画どおり活動が実施され、所期の成果を達成し、質の向上や教室にお

ける生徒のポジティブな変化も確認されている。テレビ授業の質の改善やモニタリングの強化など

引き続き取り組まれるべき課題があるが、調査団は、プロジェクト期間の終了までにプロジェクト

の目標は達成されると判断した。 

3-6 提言  

【現状に見る課題と対応策の提言】 

１．テレビ授業の改善点 
(1) 生徒が書き写す時間を十分にとる 

授業のまとめ、演習問題の回答などテレビ授業の内容を生徒がノートに書き写す時間を長めにと

る必要がある。 

(2) 「Hint & Tips」 を日々の授業に直接関連するものにする 

現場で役に立つノウハウを短くまとめた番組である「Hint & Tips」が効果的に活用されるために、

「Hint & Tips」で取り扱われる内容を、日々の授業に直接関連するものにする必要がある。教員が

多忙な時間は避けるなど、配信の時間への配慮も必要である。 

(3) 受信校の生徒が実際に入手可能な材料を用いた実験を増やす 

ビーカーやフラスコなど、地方の学校では手に入りにくい実験器具をテレビで見ることができる

ことが、生徒にとって大きなメリットになっているが、それに加え、地方でも入手可能な材料を用

いて受信校でも実施可能な実験を増やすことが望まれる。 

 

２．教師用・生徒用教材の配布 

教師用ハンドブックや生徒用ワークシートの配布に関して、遅れる原因を洗い出し、すぐに対

策を講じる必要がある。さらに、将来的には、1 年分をまとめて前年の 12 月までに送付すること

や、各州で印刷を行うことなど、より確実で効率的な配布方法を考える必要がある。 

 

３． モニタリング・システムの強化 

モニタリング委員会のメンバーに対して簡単なモニタリング結果の分析のトレーニング等を行

い、モニタリング結果の分析とフィードバックの仕組みを確立することが必要である。将来的には



モデル授業の質を視聴者である生徒や教員がモニタリングする仕組みを作ることも重要である。 

 

４． 授業の DVD 化 

後述の柔軟性の確保にもつながるため、テレビ授業の DVD 化は引き続き積極的に進めていく

ことが望ましい。 

 

【中期的（3 年から 5 年程度）視点からの提言】 

１．テレビ授業の質の改善のために 

(1) モデル教師に加え、メディア・カリキュラム・オフィサーなど教科内容の専門家を含めたチー

ムとして確認できる体制を作り、日本人専門家の支援なしに PNG 側だけで質を確保する仕組みを

確立する。 

(2) モデル教師自身が授業内容の質と授業実施の質の両方をチェックできるようにするために、モ

デル教師として教科内容に精通し、教え方にも優れた人材を採用するために、人材を広く公募する

仕組みを考える。全国から人材を募集するためには、モデル教師のポストを教員養成校の講師並み

のポストにし、社宅などの福利厚生を充実させる必要がある。 

 

２．全国展開 

(1) 全国展開にあたっては、各州への支援を行うモニタリング委員会や遠隔地支援委員会のメンバ

ーの増員や専任化ならびに、中央レベルでの専任部署の設置の必要があるため、教育省内の組織づ

くりを早急に検討しておく必要がある。 

(2) 全国展開に向けては、中継器からの信号が届かない地域、電化されていない地域における対応

を考えておく必要がある。特に、僻地ほど両者の問題が深刻であり、さらに都市の学校に比べ学校

運営委員会の収入も少ないところが多いため、テレビ授業導入と維持の条件がいっそう厳しくなる

ので、それらに対する保護策を考える必要がある。 

 

【長期的（5 年から 10 年程度）視点からの提言】 

１． 受信校教員の自由度の確保 

・ 長期的には、テレビ授業の時間に拘束されずに各学校が独自の時間割を作成できるように、

受信校教員がテレビ授業の活用について、その使用方法を選択できるようにするために、DVD

化するなどの工夫が必要である。 

２．受信校教員の教科内容の改善のためのプログラムの開発 

長期的に PNG の教育の質を上げるためには、受信校教員の教科知識や指導法を継続的に強化し

ていくことは不可欠であるため、現職研修としての機能を果たすような機能を教師用ガイドに付与

することの検討が必要である。 

３．受信校ネットワークの形成 

テレビ授業を活用している学校を中心として地域の教員が集まり、現職研修の場として機能する

ようなネットワークを構築することが望まれる。 



3-6 教訓 

1.プロジェクトのデザイン 

本プロジェクトの活動量の多さを考えると、JICA 支援プロジェクトとして 1 年目は教材作成、2

年目は授業案づくり、3 年目に撮影と配信など段階的に取り組む方法や、年間 1 科目ずつ制作する

方法、あるいはプロジェクトとしての実施期間を長くするなどの方法も考えられた。 

2.対象学年 

モデル教師の教科知識を低学年から段階的に向上させていく必要性などを考えると、低学年の番

組制作を行ってから高学年を行うほうが、より効率的な運営ができたと思われる。 

3-7．今後の方向性 

1. PNG の教育セクター全体を俯瞰した上での JICA の支援戦略の必要性 

 本プロジェクトが終了するにあたって、PNG 側のインフラ整備の状況、教育セクター全体の

戦略などの位置づけや優先順位づけ、特にテレビや DVD などのメディアを使った教育支援が国の

教育政策のなかでどのように位置づけられるのかを確認することが重要である。そのうえで、JICA

がこれまで行ってきた支援を踏まえて、PNG に対する支援戦略、今後の方向性を検討していく必

要がある。 

以上

 

 



Summary Paper of the Final Evaluation 
 

１．Outline of the Project 

Country：Papua New Guinea Project Title: “the Project for Enhancing Quality In 
Teaching Through TV Program”  

Field: Education Cooperation Scheme：Technical Cooperation 

Department in charge: Basic Education Division I, 

Basic Education Group, 

 Human Development Department 

Cooperation Budget（As of August 2008）： 

555,075（thousand yen） 

Conterparts：Department of Education, Curriculum 

Development Division, National Education Media 

Center, Department of Education of East Sepik 

Province, Department of Education of Autonomous 

Region of Bougainville 

Cooperation Period: 

（R/D singed）6th July, 2005 

（Amendment R/D signed）22nd December, 2006 

3 Years and3 months 

（2005.8.28～2008.12.22） 

Japanese Side：JICA 

（Outsourced company; IC NET Limited） 

1-1 Background and outline of the project 
The Independent State of Papua New Guinea is mostly covered by the remote areas such as 

mountainous or isolated islands areas. In those remote areas, especially, the quality and quantity of 
education is distinctly lacked because of the difficulty of the access to the areas. The Government has 
recognized the necessity of improving the situation, and in 1993 the Department of Education began 
working on educational reforms. Then, in 1994 the Department has instituted the “Education 
Development Plan 1995-2004”, which had its emphasis on the provision of the opportunities of taking 
nine years of basic education to all children. Therefore the Department has worked for the 
dissemination of the high-qualified education especially in remote areas. 

With this background described above, the Department of Education has been using radio and TV 
materials as important teaching methods to compensate for qualitative and quantitative shortcomings in 
basic educational fields in remote areas. Then, from 2002-2004, the Department of Education, JICA 
and Sony Cooperation have been working as development partners to run the “Distance Education by 
Live Broadcasting Project” to try out the effective approach of distance education such as utilizing the 
TV programs.  

 Along this line, the Government of Papua New Guinea and the Government of Japan agreed in July 
2005 to implement “the Project for Enhancing Quality In Teaching Through TV Program”. This project 
can be recognized as one of the trial approaches in terms of utilizing TV lessons. The Project started on 
28 August 2005 and its initial project period was two years and seven months. However, in 2006 the 
extension of the project period was recommended by the project consultation study and the amendment 
of the project was agreed by both sides to complete the project on 30 November 2008. 

 
 



1-2 Contents of Cooperation 
(1) Overall Goal: 
  Quality of classroom teaching is improved in the primary schools of the project provinces through 

distance education utilizing TV program. 
(2) Project Purpose: 
 Quality of classroom teaching is improved in the project schools through the appropriate 

use/application/ introduction and regular delivery of distance education utilizing TV program. 
(3) Outputs of the Project 
1. TV-lessons of high quality for students are regularly broadcasted 
2. Teaching methods of teachers in charge of the TV- lesson class in the project schools is improved 
3. Environment for regularly receiving the TV-lessons and teacher-training programs is enhanced 
4. Feasibility of expanding distance education utilizing TV Program is examined 

(4) Input（as of the evaluation conducted） 

Japanese Side： 

Japanese experts：13 Areas (Leader, Education Planning, 

Education TV Program Production1-2, Science Education, 

Science Experimentation, Mathematics Education, 

Monitoring/ Evaluation1-2, Pedagogy, Distance Education, 

School Management) Total 103.85M/M 

C/P Training：5 personnel, Total2.67M/M 

 

Cost for the Equipment Provided by 
JICA：Total 34,145 (thousand YEN) 

 

2. Outline of the Final Evaluation Team 
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Officer, Human Development Department, 
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Evaluation 
Analysis 

Dr Takeshi Sekiya Chief Executive Officer,  
Crystal Intelligence Inc.  
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Period 

6 – 30 August, 2008 Type of Evaluation: Final Evaluation 

3. Outline of the evaluation 

3-1 Achievements of the Project 
[Output 1] TV-lessons of high quality for students are regularly broadcasted. 

The Team judges that Output 1 has been almost achieved based on the following facts: 
- The Project produced Grade 8 TV programs (208) as planned and revised half of them. The 

Project is currently producing Grade 7 TV programs (133 as of 11 August 2008) as scheduled. 
- Model teachers can deliver lessons as planned controlling the progress and timing, although 

their subject content knowledge is not yet enough as expected. 
- The staffs of TV program production have learnt new methods of production.  
- Guidelines for four committees have been developed for the systematization of each task. 

 
 



[Output 2] Teaching methods of teachers in charge of the TV-lesson class in the project schools is 
improved. 

The Team judges that Output 2 has been almost achieved based on the following facts: 
- “TV Teacher’s Handbook” and “TV Student’s Worksheet” is developed, and these materials 

have contributed to the teaching and learning in receiving schools. However, these materials 
have not reached to the receiving schools before TV broadcast.  

- Hint & Tips programs for utilization TV lesson and DEPI program as teachers INSET are also 
produced, although the not so many teachers have watched the programs due to its timetable. 

- The provincial and regional monitoring members can develop the monitoring plans. Some 
standard officers advised teachers how to facilitate TV lessons. 

- Base-line and end-line surveys by the monitoring members have been conducted as planned 
and the reports of the surveys have been summarized promptly to feedback the data to school 
principals. 

 
[Output 3] Environment for regularly receiving the TV-lessons and teacher-training programs is 

enhanced. 
The Team judges that Output 3 has been achieved based on the following facts: 
- Provision of TV receiving equipment was generally completed as planned. 
- Service teams in the provinces can address minor problems and adjustments. 
- Some BOMs implement fund-raising activities, and supply tables and chairs for TV rooms, 

security cost or activity, and so on. 
- “Maintenance Handbook” was developed to improve maintenance capacity in the school level. 
- Service teams in the provinces have been organized and they can address minor problems and 

adjustments. 
 
[Output 4] Feasibility of expanding distance education utilizing TV Program is examined. 

The Team judges that Output 4 has been partially achieved based on the following facts: 
- Report on DEPI was already submitted, and the feasibility study is being conducted as 

scheduled. 
 

[Project Purpose] Quality of classroom teaching is improved in the project schools through the 
appropriate use/application/ introduction and regular delivery of distance education 
utilizing TV program. 

The Team concludes that the Project Purpose will be attained in the remaining period based on the 
following facts: 

- The number of receiving school students has increased year by year:  2 885 in 2006 (Grade 8), 
2 817 in 2007 (Grade 8); and 5 492 in 2008 (Grade 7 and 8). 

- The number of teachers also has increased year by year: 202 in 2006 and 2008 (Grade 8); and 
404 in 2008 (Grade 7). 

- From lesson observations, the Team has confirmed that the receiving teachers had some 
capacities such as teaching strategy, class management, questioning technique to facilitate 
students to think along OBE concept, and the students learn in group by themselves. 

- From the data of base-line and end-line surveys, the tendency is observed that the 
achievements of receiving students in the examination are better than those of non-receiving 
students. 



 [Overall Goal] Quality of classroom teaching is improved in the primary schools of the project 
provinces through distance education utilizing TV program.  

The Team concludes that the Overall Goal is expected to be achieved in the future based on the 
following facts: 

- The number of the awareness schools that bought TV equipment by themselves is 70 in total, 
which is the over-expected number.  

- According to the interviews with teachers of the awareness schools, positive changes are 
observed in teaching methods and students’ learning attitudes.  

- Both ARB and ESP planned to expand TV lesson programs to the whole region and province 
respectively. 

 
 [Super Goal] Quality of classroom teaching is improved in the primary schools in the country 

through distance education utilizing TV program. 
Although the Team has concluded that the results of the project contribute to the Super Goal, it 

requires more efforts to achieve the Super Goal based on the following facts: 
- As of 11 August 2008, the number of schools utilizing TV lessons is 287 in total covering 

17.3% of the primary schools in PNG (1 651). 
- The estimated number of students who receive the TV lesson in the country is increasing as 

follows 4 565 in 2006; 9 309 in 2007; and 19 695 in 2008.  
- The number of teachers who receive the TV lessons in the country is increasing as follows 310 

in 2006; 618 in 2007; and 1 348 in 2008. 
- DOE developed the draft of TV lesson Policy, Sustainable Plan, and Action Plan, and started to 

prepare the expansion of the Project nationwide. 
3-2 Summary of the evaluation results 

(1) Relevance:High 
The evaluation team concludes that the relevance is High, based on the following facts: 

- Due to the educational reform in 1993, primary school teachers, who had taught from Gr 1 to 
Gr 6, had to teach Gr 7 and Gr 8, and have faced difficulty, especially, in mathematics and 
science. 

- On the other hand there are many mountainous and island areas in PNG, it is difficult to 
organize face-to-face training.  

- The importance of basic education and distance education is specified in the policies of GoPNG.
The GoPNG and GoJ mutually agreed in the political dialogue in 2004 and 2006 that education was 
one of Japan’s priority areas for technical cooperation to PNG. 

(2)  Effectiveness：High 
 The evaluation team concludes that the effectiveness is High, based on the following facts: 

-  TV lessons can directly reach the target group, namely, students unlike other modes such as 
through training teachers. 

-  “Teacher’s Handbook” is essential materials for TV lesson preparation, and “Student’s 
Worksheet” is very effective to study through TV lessons.  

- The receiving teachers can acquire the new subject knowledge and new method of teaching 
through TV lessons.  

- From the data of base-line and end-line survey, the tendency is observed that receiving students 
results in the examination are better than those of non-receiving students. 



(3) Efficiency：Overall High but partially not high 
The evaluation team concludes that the efficiency is Overall High but partially not high, based on 

the following facts: 
-  Overall outputs initially planned have been almost achieved by the Project, even with the limited 

duration and inputs. 
-  However, in terms of individual activities, there was some loss caused by the delay of budget 
disbursement from DOE, distribution of textbooks, C/P transfers and so on.  

(4)  Impact：Very High 
 The evaluation team concludes that the impact is Very high, based on the following facts: 

-  Expansion of utilizing TV lessons in ESP and ARB has been promoted. In addition, TV project 
expansion plan has been documented and already approved by the provincial and regional 
governments.  

-  In the awareness province of East New Britain, 63 schools started TV lessons by themselves. 
That shows almost 70 % of the primary schools in the province utilize TV lessons. 

-  There are some influences on receiving teachers, students and schools such as improvement of 
gender consideration, attendance rate and collaborative relationship with community.  

(5) Sustainability：Medium 
The evaluation team concludes that sustainability is Medium, based on the following facts: 

-  At the Senior Education Officers’ Conference, it was declared that EQUITV project would be 
expanded throughout the nation. However, the execution depends on the budget allocation by 
GoPNG. 

-  On top of DOE the above, unexpected outcomes have been seen such as increasing attendance 
rate, gender consideration, partnership between communities and schools, and the others. 

3-3  Contributing factors 
(1) Implementation Planning 

 Project approach  
- Through TV lessons, remote schools can take quality lessons conducted in Port Moresby. 
- TV lessons can approach both teachers and students simultaneously. 
- Utilizing TV as new media made a big impact on the communities. 

3-4 Preventing factors 
(1) Implementation Planning 

 Project design 
-This project consists of various components such as TV programs, “Teacher’s handbook” and 
“Student’s worksheet”, awareness TV programs, maintenance training and the others. 

-The Team felt that original project duration of two years and seven months was too short to 
complete all the components. In addition, the capacities of model teachers were not enough at 
the expected level, which made the project to increase unexpected activities in order to improve 
the capacity of model teachers to the required level. 

- In the first half of the project period, NEMC staff was overloaded. It was mitigated in 2007 
according to the recommendations which were given by the mid-term evaluation team: 

-At the beginning of the Project, there were 3 coordination committees and 8 working 
committees. However, for the purpose of efficiency, the working committees were merged into 5 
in September 2006. 

-As the previous acting manager of NEMC did not agree with the concept of the Project, the 



project activities sometimes were not implemented smoothly, which affected the efficiency of the 
project. 

(2) Implementation Process 
 Problem in the implementation 

- Budget disbursement from DOE delayed in 2006 and 2007. Particularly in 2007, all activities in 
the pilot provinces and region were postponed until October.  

- In 2006, the Project distributed student’s worksheet to all receiving school students. However, 
increasing awareness schools provoked shortage of print budget, and since 2007 the Project 
could not deliver student's worksheet to each student.  

- EMTV transmit antenna pole built in ARB fell down in 11 August 2007. 
 In the first half of the project period, NEMC staff was overloaded. It was mitigated in 2007 

by the following measures: 
- Project period was extended; 
- Model teachers improved their subject knowledge and teaching skills; 
- Activity processes become more efficient; and 
- Collaboration between TV production team and model teachers enhanced the productivity. 

 At the beginning of the Project, there were 3 coordination committees and 8 working 
committees. However, for the purpose of efficiency, the working committees were 
merged into 5 in September 2006. 

3-5 Conclusion 
It is confirmed that necessary activities have been implemented and almost all the outputs have been 

achieved as planned. These achievements contribute to achieving the Project Purpose and the Overall 
Goal. It is concluded that the Project Purpose is expected to be achieved by the end of the project 
period. 

3-6 Recommendations  
Based on the results of the evaluation, the Team has made the recommendations below. 

[Recommendations for addressing the challenges identified from observations and 
interviews] 
(1) For improving the quality of TV lessons 
a) Provide longer time enough for students to copy and do activities 

TV lessons should provide longer time enough for students to copy answers for problems and 
summaries of lessons. 

 
b) Make Hint & Tips more relevant to daily lessons 

In order to refer practically, the Team suggests making Hint & Tips more relevant to daily 
teaching of receiving teachers so that receiving teachers to feel the merit of watching Hint & Tips, 
which directly contribute to his/her daily teaching.  

It is also important to identify more adequate time of televising Hint & Tips, for instance, by 
avoiding the time between mathematics and science of the same grade.  
 

c) Use more materials for experiments that are locally available 
One of the merits that most of the students have in watching TV lessons is that they can see 

science apparatus such as beakers, flasks, test tubes, etc., which are not available in rural areas. 
While this merit should be maintained, the Team suggests including more experiments that can be 
conducted at the receiving schools with materials locally available in the rural areas.  



(2) Improve the distribution of teacher’s handbooks and student worksheets 
It is necessary to identify the problems for the delay and to take necessary measures as    

soon as possible.In the medium or long term, it will be more effective to send handbooks and   
worksheets for the whole year at the same time before the beginning of the year. 
 

(3) Strengthen the monitoring system 
Establish a mechanism of analyzing the data collected from daily monitoring activities and    

of giving the feedback of the results to receiving schools. Monitoring committee members need  
to be trained for basic analysis skills. 

It is necessary in the future to develop measures to monitor the quality of TV lessons by  
students and teachers in receiving schools.  

 
(4) Compile TV lessons into DVD 

The Team is aware that the NEMC has already developed DVDs of TV lessons, as compiling 
TV lessons into DVDs is important to enhance the flexible use of TV lessons as mentioned later. So 
the Team would like to emphasize the importance of pursuing this approach.  

 
[Recommendations from medium term perspective (3-5 years)] 
(1) For improving the quality of TV lessons 
a) It is necessary to establish a team of model teaches and subject specialists so that the team can 

make sure the quality of TV lessons even without the assistance from the experts. 
b) The status of model teachers should be upgraded so that model teachers can be recruited from all 

over the country who have strong subject content knowledge and teaching techniques. In order to 
attract such highly qualified people, the status of the model teachers needs to be upgraded, for 
instance, to a college lecturer level including staff housing at Port Moresby. 

 
(2) For the nationwide expansion of EQUITV 
a) For the nationwide expansion of the EQUITV Project, it is necessary to strengthen the capacity of 

DOE including NEMC. In particular, it will be essential to increase the number of members of the 
committees that support the provinces and region some of the members should be full-time.  

b) The Team would like to point out the necessity of special support to schools in rural areas. The 
Team has observed that, for the nationwide expansion, purchasing a satellite TV signal receiving 
equipment where there is no transmitter, and purchasing and maintaining a generator where 
electricity is not available, seemed to be two major challenges. Moreover, the situation is worse in 
rural schools. The more rural the schools are, the more likely to happen these problems are. 

  
[Recommendations from the long term perspective (5-10 years)] 
(1) Ensure the flexibility of receiving schools 

     In the long term, receiving teachers can decide whether they use TV lessons or not depending 
on topics, or they can be given more freedom in planning their schedule without following the 
schedule of TV lessons if they want, for instance, by having DVDs. 

 
(2) Develop program for receiving teachers to improve the capacity of teaching 

In order to improve the quality of education in PNG in the long term, receiving teachers 
learn more in-depth knowledge of subject contents and some background knowledge about teaching 



strategies. Thus, it needs to be considered to add the function to teacher’s guidebook as the teacher 
training  

 
(3) Form network of TV receiving schools  

As mentioned in 3-5 (3), a few monitor schools get together regularly in one of the monitor schools 
so that they discuss how to improve the quality of TV lessons and share their problems and challenges. 
Standards officers may need to take an initiative to organizing such a meeting. This can be an 
opportunities of in-service training for receiving teachers. In addition, useful comments and suggestions 
can be sent to NEMC so that those comments can be reflected and televised when useful for other 
teachers. 

3-6 Lesson learnt 
1. Project Design 

Concerning the variety of project components, another approache can be considered such as that 
focusing the activities year by year; making the guidebooks at the first year, making lesson plans at the 
second year, and making TV programs and broadcasting at the third year. Or another option is to 
lengthen the project period itself. 

 
Grades for which TV lessons are developed  

The Team feels that it might have been more effective to introduce TV lessons from lower 
grades to higher grades. First, it was easier for model teachers to upgrade their knowledge from 
lower to higher grades. Second, the quality of TV lessons produced later should be better. Hence, 
the Team thinks that it would have been more efficient if TV lessons had been developed from 
lower grade, in the case of EQUITV, from Gr. 7. 

3-7 Future Direction 
1. JICA cooperation strategy in Education sector 
   It is necessary to clarify how the educational cooperation by using the media is mentioned in the 
strategies and policies written by GoPNG. Then, taking into account that former outcomes of the JICA’s 
cooperation, the future direction of the cooperation strategy in the education sector should be decided. 

END
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第１章 終了時評価調査団の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

パプアニューギニア独立国（Independent State of Papua New Guinea: PNG）の「テレビ番組による授

業改善プロジェクト」（Enhancing Quality in Teaching through TV Program: EQUITV）は 2005 年 8 月か

ら実施され、2008 年 11 月末日をもって終了する。当初のプロジェクト期間は 2 年 7 カ月と設定され

ていたが、2006 年 9 月に派遣された運営指導調査団により活動計画の修正が行われ、2008 年 11 月ま

での期間延長となった。 

 今次調査は、終了を控えた本プロジェクトのプロジェクト目標達成度を評価することを主要な目的

として、終了時評価調査団が派遣された。 

 調査のポイントは次のとおり。 

（１） プロジェクトの実績の検証と評価 5 項目による評価 

（２） 残された課題の整理 

（３） 教訓と提言の抽出 

 この結果を踏まえ、PNG 側との協議結果を合同評価報告書に取りまとめ、署名・交換する。 

 

１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏名 派遣期間 所属 

団長・総括 又地 淳 8/16～8/30 JICA 国際協力専門員 

協力企画１ 横田 隆浩 現地参団 JICA パプアニューギニア事務所所員 

協力企画２ 中村 寿美子 8/16～8/30 JICA 人間開発部基礎教育第一課職員 

評価分析 關谷 武司 8/6～8/30 クリスタルインテリジェンス株式会社 

 

１－３ 調査日程 

 調査期間：平成 20 年 8 月 6 日（水）～8 月 30 日（土） 

（官団員は 8 月 16 日～8 月 30 日） 

日順 日付 曜日 調査内容 

1 8 月 6 日 水 東京発（關谷団員） 

2 8 月 7 日 木 ポートモレスビー着 

JICA 事務所打ち合わせ 

3 8 月 8 日 金 午前：教育省表敬、C/P へのインタビュー 

午後：プロジェクト事務所訪問、伊藤専門家との打ち合わせ 

4 8 月 9 日 土 文書整理、専門家との追加打ち合わせ 

5 8 月 10 日 日  国内移動（ポートモレスビー 東ニューブリテン州・ラバウル） 

午後：スタンダード・オフィサーとの懇談 

6 8 月 11 日 月 8:00 州教育局表敬 
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9:00 学校視察①（Bitapetep 小学校：啓発校） 

13:30 学校視察②（Koropo 小学校：非テレビ 

7 8 月 12 日 火 8:00 学校視察③（Tavui 小学校：啓発校） 

11:00 学校視察④（Malaguna 小学校：啓発校） 

8 8 月 13 日 水 AM：日本人専門家インタビュー 

 国内移動（ラバウル ブーゲンビル州・ブカ） 

9 8 月 14 日 木 8:00 学校視察⑤（Lonahan 小学校：テレビ受信校） 

11:00 学校視察⑥（Nova 小学校：テレビ受信校） 

15:30 学校視察⑦（Hahela 小学校：開パト対象校） 

10 8 月 15 日 金 8:00 学校視察⑧（Eltupan 小学校：テレビ受信校） 

12:30 学校視察⑨（Hakets 小学校：テレビ受信校） 

11 8 月 16 日 土 午前:日本人専門家との協議                   

 国内移動（ブカ ポートモレスビー） 

12 8 月 17 日 日 ポートモレスビー着（又地団長、中村団員） 

13 8 月 18 日 月 午前：団内協議（JICA 事務所） 

午後：教育省幹部（次官以下副次官、第一次官補等）表敬・協議 

14 8 月 19 日 火 8:15 メディアセンター表敬訪問 

8:40 モデル授業視察、モデル教師インタビュー、テレビ番組制作委

員会・遠隔地校支援委員会へのインタビュー 

13:00 モニタリング委員会・DEPI 遠隔教育コース研究委員会インタ

ビュー                            

 国内移動（ポートモレスビー 東セピック州・ウェワク）  

15 8 月 20 日 水 （又地団長、横田団員）学校視察⑩（MaprlikCatholic 小学校：テレビ

受信校）                           

（関谷団員、中村団員）学校視察⑪（Heyfield 小学校：テレビ受信校）

16 8 月 21 日 木 （関谷団員、横田団員） 

学校視察⑫（Brikiti 小学校：非テレビ受信校) 

学校視察⑬（Seraguwando 小学校：テレビ受信校） 

学校視察⑭（Marinumbo 小学校） 

（又地団長、中村団員） 

学校視察⑮（Serlus 小学校：非テレビ受信校）、 

学校視察⑯（Munji 小学校；テレビ学校） 

17 8 月 22 日 金 8:00 州教育局表敬 

9:40 学校視察⑰（Boikin 小学校：テレビ受信校） 

13:00（St Mary 小学校：開パト対象校） 

18 8 月 23 日 土 AM：団内協議 

 国内移動（ウェワク ポートモレスビー） 
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19 8 月 24 日 日 文書作成 

20 8 月 25 日 月 ミニッツ作成作業（団内） 

21 8 月 26 日 火 10:00 プロジェクトチームとミニッツ案についてミニッツ案協議 

13:00 教育省幹部（メディアセンター、カリキュラム開発局）との

ミニッツ案協議 修正 

22 8 月 27 日 水 10:00 教育省幹部（次官以下副次官、第一次官補等、ステアリング

委員会代表）と計画省とのミニッツについての最終確認 

15:00 AusAid との協議 

23 8 月 28 日 木 ミニッツ最終修正（団内） 

24 8 月 29 日 金 午前 ミニッツ署名 

午後 事務所帰国報告 

   大使館表敬 

25 8 月 30 日 土 ポートモレスビー 成田 

 

１－４ 主要面談者 

教育省 

Dr. Joseph Pagelio Secretary 

Mr. Damien Rapese Deputy Secretary – Teaching& Edu. Standards 

Mr. Luke Taita Deputy Secretary – Policy&Corporate Services 

Mr. Godfrey Yerua First Assistant Secretary – Curriculum & Standards 

Mr. Eliakim Apelis Assistant Secretary – Curriculum Development & Assessment Division 

Ms. Hatsie Mirou Manager – National Education Media Center 

 

東セピック州教育局 

Mr. Benjamin Warakai Deputy Administrator 

Mr. Timothy Yavu Project Coordinator 

 

ブーゲンビル州教育局 

Mr. Raymond Masano Chief Administrator 

Mr. Thomas Matasi District Education Officer 

 

東ニューブリテン州教育局 

Mr. Akuila Tubal Provincial Administrator 

Mr. Pius Gawi Provincial Education Advisor 

 

他ドナー 

Mr. Chris Graham Second Secretary – AusAID 



 - 4 -

Mr. Henry Konaka Program Office – AusAID 

 

在パプアニューギニア日本大使館 

西山 肇 大使  

藤村 武 一等書記官  

 

JICA パプアニューギニア事務所 

喜多村 裕介 所長 

 

プロジェクト専門家 

伊藤 明徳  専門家（総括･教育計画） 

下山 久光  専門家（業務調整） 

杉山 竜一  専門家（理科教育） 

瀬田 智恵子 専門家（学校運営） 

菅原 民生  専門家（算数･数学教育） 

八田 恒平  専門家（教育番組制作） 

 

１－５ 終了時評価の方法 

 終了時評価は、プロジェクトの実施期間終了の 3～6 カ月前の時点において、プロジェクトが目指

していた目標が達成されたかを総合的に検証するもので、プロジェクト実績と実施プロセスを把握し、

評価 5 項目の観点から評価を行う。プロジェクトの計画は以下に挙げる資料に基づいて確認した。 

 プロジェクト開始前（2005 年 6 月）に JICA と PNG 政府の間で交された討議議事録（Record of 

Discussions: R/D）とそれに添付されたプロジェクト･デザイン･マトリックス（Project Design 

Matrix: PDM） 

 プロジェクト中間時点（2006 年 12 月）に JICA と PNG 政府の間で合意されたプロジェクト変更

に関する討議議事録（変更 R/D）とそれに添付された改訂 PDM 

 プロジェクトの活動計画表 

 

評価 5 項目の定義は、以下のとおりである。今回の調査では、妥当性、有効性、効率性を終了時評

価時点までの実績と現状に基づいて検証するとともに、インパクトと自立発展性について、実績、活

動状況から今後の見込みを分析した。 

 

妥当性(Relevance) 

プロジェクト目標および上位目標とプロジェクト関連政策との整合性、受益者ニーズとの合致度、

プロジェクト計画の論理的整合性を検証する。 

有効性(Effectiveness) 

 プロジェクト目標の達成の見込みと、それに対する成果の貢献度を分析する。 
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効率性(Efficiency) 

 投入が成果にどのようにどれだけ転換されたか、投入された資源の質、量、手段、方法、時期の適

切性の観点からプロジェクトの実施過程における効率性を検証する。 

インパクト(Impact) 

 上位目標の達成の見込みを予測するとともに、上位目標以外の正負のインパクトがプロジェクト実

施により生じているのかについて検証する。 

自立発展性(Sustainability) 

 プロジェクト終了後もプロジェクト実施による便益が持続されるか否かの見通しを政策・制度的、

財政的、技術的観点から検証する。 

 

 なお、PDM に基づき、プロジェクトの実績と実施プロセスを確認し、評価 5 項目の観点から本終

了時評価を実施するための枠組み・計画として、評価グリッドを作成した。評価グリッドでは、終了

時評価の目的に沿って、評価設問、判断基準・方法、情報・データ源、データ収集方法を取りまとめ

た（添付資料３ミニッツに添付されている英語版評価グリッド「Evaluation Grid」参照）。 
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第２章 プロジェクトの概要 

 

２－１ プロジェクトの背景 

パプアニューギニアでは山岳地域と離島が国土の大部分を占めるため、都市から隔絶した小規模な

小中学校が多数点在する。特にアクセスの困難な遠隔地では教育施設や教員の質・量が著しく不足し

ている。PNG 政府は 1993 年からカリキュラム改革を実施し、翌 94 年には「教育開発計画 1995－2004」

を策定した。この計画では、遠隔地における基礎教育の質の向上を掲げ、義務教育の 6 年制（6-4-2-4

制）から 9 年制（3-6-4-4 制）への変更などを行った（図 2-1参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1：パプアニューギニア教育制度 

 

これにより、これまでコミュニティー・スクール（日本の小学校にあたる）で 6 年生までを受け持

っていた教員が、これまでハイスクール（日本の中学校にあたる）で教えていた 7 年生と 8 年生の教

科・単元を教える必要が生じた。その結果、指導内容、指導方法に困難を感じる教員が急増した。特

に、数学と理科に困難を感じている教員が多く、教育省（Department of Education: DOE）も現職教員

研修を実施してはいるものの、費用がかかること、受講できる教員数が限られていることなどからそ

の効果はあまり出ていなかった。 

またカリキュラムの改革では、学習成果基盤型（Outcomes-based）アプローチへの転換や、より学

習者中心の教育を目指すことが方針として掲げられた。しかし、現場の教員自身は、これらの教育方

法について体系的に身につける機会はなく、現場での混乱がみられた。 

このような教育改革のなか、日本政府は特に遠隔教育の分野での支援を継続して行ってきた。1999

年には無償資金協力「放送教育用教材開発センター整備計画」を実施、国立教育メディアセンター

（National Education Media Center: NEMC）を建設、また 2002 年から 2004 年にかけて、開発パートナ

ー事業「ライブ授業放送を利用した遠隔地教育」にて地方 4 州の小学校 40 校に対して、首都のモデ

ル校のモデル授業をテレビ番組として放映する遠隔地教育のパイロットプロジェクトを実施した。同

プロジェクトでは、テレビ受信校の児童の学習態度の改善、教員の指導知識、教授法の改善という成

果を残し、PNG 政府はこれを高く評価した。そして、メディアセンターを活用したテレビ授業の継

続と現職教員研修への支援を日本に要請し、テレビ番組を活用した遠隔教育により授業の質の改善を

年齢 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 

学年   Gr 1 Gr 2  Gr 3 Gr 4 Gr 5 Gr 6 Gr 7 Gr 8 Gr 9 G10 Gr 11 Gr 12

旧制度   
Community School 

6 年 

High School 

4 年 

National 

High S. 

2 年 

新制度 
Elementary School 

3 年 

Primary School 

6 年 

Secondary School  

4 年 
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図ることを目的とした「テレビ番組による授業改善プロジェクト」の実施に至った。 

本プロジェクトは、開発パートナー事業の実績を踏まえつつ、PNG が抱える遠隔地教育課題への

対応のひとつとして、「テレビ授業」というアプローチを取るいわば実験的な要素を含む案件である。

本プロジェクトは 2005年 8 月から開始し、プロジェクト期間は当初 2年 7 カ月と設定されていたが、

2006 年 9 月の運営指導調査により活動計画の修正が行われ、2008 年 11 月までの期間延長となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2：プロジェクト実施対象州 

 

図 2－2：プロジェクト実施対象州 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ブーゲンビル自治州 

（プロジェクト対象州）

東セピック州 

（プロジェクト対象州） 

東ニューブリテン州 

（プロジェクト啓発州）

ポートモレスビー 
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２－２ 基本計画 

本プロジェクトの基本計画は次のとおり。 

 

２－３ プロジェクトの要約 

２－３－１ 全体概念 

本プロジェクトでは、首都ポートモレスビーにおいて「モデル校」を設け、首都で最も優秀な教員

（モデル教師）により、理科と算数に関して「質の高い授業」を実施し、それを撮影・編集して、全

国にテレビ番組として配信するというアプローチを取っている（図 2－3 参照）。プロジェクト活動に

は、モデル教師に対する教科能力向上のための支援、番組制作に関するメディアセンターへの技術移

転も含む。またテレビ番組の制作とともに、教師用ハンドブックと生徒用ワークシートも作成し、各

テレビ受信校に配布している。 

受信校においては、首都で撮影されたテレビ授業番組を活用しながら受信校教員がテレビ授業を行

うこととなる。同時に、受信校教員は各受信校に配布されたハンドブックを使用する。その他、プロ

ジェクトではテレビの機材整備・管理技術指導も行いメンテナンス・ハンドブックも作成している。

受信地域と受信校においてはそれらの指導を受け、自分たちでテレビの機材整備・管理を行えるよう

な仕組み作りに取り組んでいる。 

他方、受信校におけるテレビ番組の受信状況は、その地域の中継機1の有無によって異なる。中継

機が設置されている地域では、各学校においては通常のアンテナを設置するだけでテレビ受信が可能

になる。他方、中継機が設置されていない地域では、各学校においてはパラボラアンテナを設置しな

ければテレビ受信ができない。パラボラアンテナは通常のアンテナに比べ費用がかかるため、設置に

は困難が伴う。プロジェクトではこれらの環境整備のための機材供与も行った。 

                                            
1 地上波テレビ放送用のトランスミッターのこと。中継機があると各受信校においてパラボラアンテナが不要になる

（写真⑨）。 

名称 テレビ番組による授業改善プロジェクト 

（Enhancing Quality in Teaching through TV Program） 

協力期間 2005 年 8 月～2008 年 11 月（3 年 3 カ月） 

上位目標 プロジェクト対象州の小学校において、テレビを活用した遠隔教育により、

授業の質が向上する。 

プロジェクト目標 協力対象校において、テレビを活用した遠隔教育の適切な実施・継続によ

り、授業の質が向上する。 

成果 １．質の高いテレビ授業が継続的に放送される。 

２． 遠隔地校のテレビ授業担当教官の授業方法が改善する。 

３． 遠隔地校においてテレビ番組を継続的に受信するための環境が整備さ

れる。 

４． テレビを活用した遠隔教育が全国の小学校に普及する可能性が検証さ

れる。 
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 プロジェクト対象州は、東セピック州（East Sepik Province: ESP）とブーゲンビル自治州（Autonomous 

Region of Bougainville: ARB）の 2 州であり、プロジェクトでテレビ機材の供与を行う対象校が同地域

に約 70 校ある。また東ニューブリテン州（East New Britain Province: ENBP）を啓発州と位置づけ、

テレビ機材の導入はせず、州や学校が独自にテレビを購入しテレビ授業を導入するような啓発活動を

行う。 

 

 

図 2－3：プロジェクト概念図 

 

配信は、現地テレビ局である EMTV 社の無料放送枠を使って配信している。よって、配信される

時間は決められており、現在のところ図 2－4 に示す時間割で放送されている。ただし、7 年生の番

組は月曜日から水曜日、8 年生の番組は月曜日から木曜日のみの配信となっている。 

 

表 2－1 テレビ授業配信表 

9:30 ‐ 10:10 Grade 7   Mathematics 

 Hints&Tips 

10:20 ‐ 11:00 Grade 7  Science 

 Hints&Tips 

11:10 ‐ 11:50 Grade 8   Mathematics 

12:00 ‐ 12:50 Grade8 Science 

14:00 ‐ 15:00 Teacher Training Program / DEPI Program

 

 

教師用ハンドブック 

モデル学校 

メディア 

センター 

教教育育省省  

教教育育省省、、教教育育メメデディィアアセセンンタターー  

（（ポポーートトモモレレススビビーー政政府府特特別別行行政政区区））  

モデル授業 

EMTV 社 

中継機がない地域 

教師用ハンドブック 

教師用 パラボラアンテナ 

中継機がある地域 
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２－３－２プロジェクト活動 

前項に記載した内容に関し、以下にそれぞれの活動について説明する。図 2－5 にそれぞれの活動

について図式化し説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【中央レベルでの活動】 

（１） テレビ授業番組制作 

・ 首都ポートモレスビーにおいて、「モデル校」を設け、首都で最も優秀な教員を採用する。

日本人専門家の支援のもと、質の高い授業を開発・実践する。 

・ その授業をメディアセンター番組制作スタッフが撮影、編集し、テレビ番組として配信する。

現在は、PNG の民間テレビ局である EMTV 社が無料枠を提供している。番組配信時間は、

表 2－1のとおり。 

（２） 教材の開発 

・ テレビ授業番組に準拠した教師用ハンドブックや生徒用ワークシートをモデル教師とメデ

ィアセンタースタッフが開発する。 

・ 受信校教員はそれらを参照しながら、テレビ授業を活用し授業を行う。生徒はテレビ授業に

即したワークシートが与えられ、モデル教師の説明に合わせて学習できる仕組みとなってい

る。 

・ テレビ受信校にはすべてこれらの教材がプロジェクトにより配布される。 

非プロジェクト

対象州、非プロ

ジェクト対象校

モデル授業の

実施 配信

（EM-TV社）

編集
受信

編集 配布

機材修理マニュア

ルの作成・配布

ワークショップ

の開催

啓発用素材

（パンフレット等）の開

ワークショップ

の開催

州教育局視学官へのモニタリング

能力向上ワークショップ

テレビ授業

番組の制作

機材メン

テナンス

啓発活動

教材開発

モニタリン

グの実施

テレビ授業

の実施教師用ハンドブッ

ク、生徒用ワーク

シート

内容検討・作成

（プロジェクト対象州）

サービスチーム

の結成

学校運営委員会

（コミュニティ・親）

メディアセンタースタッフ

地方ポートモレスビー

遠隔地校モデル教師

図 2－4：プロジェクト活動 
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（３） 機材メンテナンス 

・ メディアセンター技術者が、機材整備等に関してメンテナンス・ハンドブックを作成し、テ

レビ受信校に配布する。 

・ 技術者自身が地方に出向き、機材メンテナンスに関するワークショップを開催する。 

・ プロジェクト対象州では、教育局に機材修理に関するサービスチームを組み、軽微の故障等

に対応できる体制を作っている。 

（４） 啓発活動 

・ メディアセンタースタッフがコミュニティーや家庭に対し、学校教育の重要性を理解させる

ための啓発活動を計画し、実施する。例えば、啓発用のパンフレットや広報素材を開発し、

地方でのワークショップを行う。 

・ プロジェクト非対象州やプロジェクトで機材を供与しない学校に対して、メディアセンター

遠隔地校支援委員会を中心に啓発活動を実施する。これにより、自助努力でテレビ授業実施

校が増加することを目指す。 

（５） モニタリングの実施 

・ メディアセンタースタッフによるモニタリング委員会が結成され、日本人専門家の支援のも

とモニタリングの能力を向上させる。州教育局視学官へのモニタリングのための研修を実施

するなどの活動も行っている。 

 

【地方レベルでの活動】 

（１） テレビ受信校教員による授業 

・ プロジェクト対象州は、東セピック州とブーゲンビル自治州の 2 州であり、プロジェクトで

テレビ機材の供与を行う対象校が同地域に約 70 校ある。 

・ これらの学校や自らテレビを購入した学校では、首都で撮影されたテレビ授業番組を用いて

受信校教員がテレビ授業を行う。その際には、各受信校に配布されたハンドブックを授業に

活用する。 

・ 受信校の受信状況に関しては、その地域の中継機の有無によって異なってくる。中継機が設

置されている地域では、各学校においては通常のアンテナを設置するだけでテレビ受信が可

能になる。他方、中継機が設置されていない地域では、各学校においてはパラボラアンテナ

を設置しなければテレビ受信ができない。パラボラアンテナは通常のアンテナに比べ費用が

かかるため、設置には困難が伴う。 

（２） 学校運営委員会の活動 

・ 保護者とコミュニティーにより構成される学校運営委員会（Board of Management: BOM）は、

メディアセンター遠隔地校支援委員会により実施される啓発活動に関するワークショップ

に参加することにより、自助努力でテレビの購入やメンテナンスにかかる費用の調達などを

行っている。 

・ テレビモニターやアンテナの盗難を防ぐためにセキュリティーを強化するなど各種対応を

検討している。 
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・ プロジェクト啓発州である東ニューブリテン州においても、テレビ授業の導入に関しての啓

発活動を行う。啓発州に関しては、テレビ機材の導入はせず、州や学校が独自にテレビを購

入しテレビ授業を導入するよう働きかける活動を行う。 

  

２－４ プロジェクト実施体制 

実施体制としては、教育省メディアセンターが中心となり各作業委員会が設置されている。プロジ

ェクト開始時は、本プロジェクトを8つの作業委員会、3つの連絡委員会で組織していた。しかし、2006

年9月に業務効率化の観点から、教材開発委員会を教科委員会に吸収し、機材保守管理委員会を教育

番組制作に合併することで5つにした（図2－5）。各委員会の業務内容を表2-2に示す2。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－5 プロジェクト実地体制 

                                            
2 各委員会への面談概要は添付資料 5 のとおり。 

 Joint Coordination Committee 

合同調整委員会 

Steering Committee 

ｽﾃｱﾘﾝｸﾞ・ｺﾐｯﾃｨ 

教育番組制作・機材委員会 

Educational TV Program Production and 

Equipment Committee 

Project Management Committee 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ運営委員会 

Subject Committee 

教科委員会 

Monitoring Committee 

モニタリング委員会 

DEPI course by Distance Mode study 

Committee 

DEPI 遠隔教育コース研究委員会 

Remote School Assistant Committee 

遠隔地校支援委員会 

TV Model Province Remote School Assistant Committee 

教育テレビモデル州遠隔地校支援委員会 
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表 2－2 プロジェクト運営委員会業務内容 

 

 

 

 

委員会名 業務内容 メンバー 

教育番組制作・ 

機材委員会 

・モデル授業・教師教育・現職教員研修ディプ

ロマ（コース）(DEPI）の番組の制作と改訂 

・番組・素材・データベースの管理 

・撮影・編集機材のメンテナンスと管理 

・機材運営のメンテナンス研修計画と実施 

・モデル授業の質の向上のためのモニタリング

・機材運営メンテナンスハンドブック作成と改

訂 

・モデル州サービスチームへの研修 

・番組ダイレクター 

・エンジニア 

教科委員会 

・モデル授業年間計画・授業プラン 

・教師用と生徒用教材の作成と改訂 

・教材研究、モデル授業の実施、 

・モデル授業と教材の質の向上のためのモニタ

リングと研修の実施 

・教師教育の番組（ヒント＆ティプス番組）の

計画作成・制作の実施 

・教科担当官 

・モデル教師 

（必要に応じて教育番組

制作・機材委員などが参加

する） 

遠隔地校支援 

委員会 

・遠隔校用番組活用ガイドブックの作成と改訂

・遠隔地校用番組活用・学校運営・啓発活動の

印刷物作成と改訂 

・番組活用・学校運営・啓発研修の実施 

・メディアセンター職員 

・カリキュラム開発評価局

職員 

・教科委員 

・教育番組制作・機材委員

・モニタリング委員 

モニタリング 

委員会 

・モニタリング・調査票の作成と改訂 

・モデル州モニタリング委員会への研修 

・モニタリング・調査実施 

・番組活用・機材活用調査 

・ベースライン・エンドライン調査 

・メディアセンター職員 

・カリキュラム職員・視察

官 

・DEPI 講師 

遠隔教育コース間

研究委員会 

・DEPI の遠隔手法報告書の作成 
・DEPI 遠隔教育コース試行計画の作成 
・試行 DEPI 番組の制作 

・調査の実施 

・教師教育部幹部 

・パプアニューギニア教育

研究所（PNGEI）幹部 

（必要に応じて教育番組

制作・機材委員などが参加

する） 
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２－５ プロジェクト・デザイン・マトリックス 

JICA では、1990 年代前半からプロジェクト管理手法の一環としてプロジェクト・サイクル・マネ

ジメント（Project Cycle Management: PCM）手法を導入しており、PCM 手法において中心的役割を果

たすのは、PDM と名付けられたプロジェクト計画概略表である。これは、「目標」、「活動」、「投入」

などのプロジェクトの主要構成要素や、プロジェクトを取り巻く「外部条件」との論理的相関関係を

示したものである。 

 本プロジェクトにおいては、2005 年 6 月の R/D 署名時に PDM を作成し、承認されている。その

後、運営指導調査を踏まえ、2006 年 12 月に改訂 R/D の締結を行った際、PDM も改訂、承認されて

いる。本プロジェクトの PDM（改訂版）は添付資料 4 のとおり。 

 

 PDM1 は、本プロジェクトの実施に先立つ事前評価の際に作成され、2005 年 7 月 6 日付けの本プ

ロジェクトの R/D に添付されたものである。その後、2006 年 9 月に運営指導調査団を派遣し、その

調査結果の分析と提言から、以下の表のような変更を行った。 

 おもに当初の PDM1 では、「テレビ授業の制作」「それらの質の改善」「教師用ハンドブック、生徒

用ワークシートの作成」と多岐にわたる活動内容を盛り込んでおり、期間内で行うことについては困

難が伴うと判断された。その結果、プロジェクト期間の延長をはじめ、一部番組の取りなおしや、業

務効率化を念頭においた活動内容の整理を行うとした。 

 これにより、運営指導調査団派遣後も JICA 事務所と先方との協議を重ね、2006 年 12 月 22 日に、

改訂 R/D に添付された PDM2 が承認された。終了時調査では、調査時点におけるプロジェクトの実

態を示す PDM2 を主として参照した。 
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項目 PDM 上 変更前（PDM1）：

（2005.7） 

変更後（PDM2）：

（2006.12） 

変更理由 

１．プロジ

ェクト期間 

 2005 年 8 月 28 日～

2008 年 3 月 31 日（2

年 7 カ月） 

2005年 8月 28日～2008

年 11 月 31 日（3 年 3

カ月） 

プロジェクト終了後

を見据え、自立的なモ

デル授業番組制作と

各種ガイドブックの

作成が必要とされた

ため。 

２．業務内

容の変更 

(1)テレビ授

業番組制作

の対象学年

の変更 

活動 

1-3～1-5 

G6，G8 の理科、G7、

G8 の数学に関するテ

レビ授業番組を制作 

G7，G8 の理科・数学に

関するテレビ授業番組

質的な面での改善が

必要と判断されたた

め。高品質な番組に改

善するためのシステ

ム構築、内容の修正、

年間授業計画の配分、

カメラリハーサルの

導入による質の向上

を図る。 

(2)教員研修

のためのテ

レビ番組の

制作 

活動 

2-2 

（Output2

の指標 2) 

プロジェクト終了ま

で 46 本の新カリキュ

ラムに関する教員用

啓発番組を制作する。 

2007 年度からは見直さ

れた新たな内容で教員

研修用番組を制作し、

放送する。     

2006 年度の制作実績

と目標値との乖離が

ある。実施計画の再考

が必要であるととも

に、目標とする番組数

の再確定が必要と判

断された。 

(3)遠隔教員

研修 

活動 

4-2

（Output4

指標 1） 

テレビ授業を活用し

た形での DEPI を試行

的に活用し、その実施

状況を調査・研究し、

フィージビリティ調

査報告書という形で

教育省に提出する。 

 

2007 年度からは見直さ

れた新たな内容で教員

研修用番組を制作し、

放送する。 

プロジェクト目標と

の関連性がつかめな

いことから PDM 上で

は重要度の低い活動

となるため（ただし、

本活動は先方の要望

が強く、外すことはで

きない）。 
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第３章 計画達成度 

 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 

 (1) 日本人専門家  

リーダー、教育計画、教育テレビ番組制作、理科教育、算数教育などの指導科目について、計

13 名、103.85M/M の投入が行われた（ミニッツ Appendix 2: List of Japanese Experts 参照）。 

当初計画していた専門家の交代が一部あったものの、後続専門家が適切に機能し、活動への支

障は特段見られなかった。 

 

(2) 本邦研修  

2006 年 10 月 22 日から 11 月 13 日まで、メディアセンターマネージャー代行と番組制作スタッ

フ 5 名を日本へ派遣し、研修させた。 

（ミニッツ Appendix 3: Counterpart Training in Japan 参照） 

 

(3) 供与機材  

供与された機材は、携行機材も含めた番組制作関連機材などで、総額 51,969,000 円であった。 

（ミニッツ Appendix 5: List of Major Equipment Provided by JICA 参照） 

 

(4) 業務費 

業務費の支出状況は以下のとおりである。 

 

表 3－1：業務費支出状況 

年度 金額（千円） 

2005 年度 39,283 

2006 年度 60,789 

2007 年度 29,279 

2008 年度 13,143 

合計 142,494 

※ 2007 年度までは支出額、2008 年度については支出予定額 

（ミニッツ Appendix 4: List of Project Budget 参照） 
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３－１－２ PNG 側投入 

(1) カウンターパート配置  

1) 連絡委員会 

a  合同調整委員会 

b  ステアリング委員会 

c  プロジェクト運営委員会 

2) 作業委員会 

d  教科委員会 

カリキュラム・オフィサー（Curriculum Officer） 

モデル教師  

e  教育番組制作・機材委員会 

f  遠隔地校支援委員会 

g  モニタリング委員会 

h  遠隔地モデルによる DEPI 課程委員会 

3) テレビモデル州 

i  ブーゲンビル自治州 

j  東セピック州 

4) 啓発州 

k  東ニューブリテン州 

※ なお、プロジェクトの直接の実働部隊となったカウンターパート（Counterpart: C/P）の名は、

ミニッツ Appendix 6: List of Papua New Guinea Counterparts を参照のこと。組織図については、第２

章 ２－４プロジェクト実施体制を参照のこと。 

 

(2) プロジェクト実施に対して提供された機材・設備等 

・プロジェクト事務所、専門家室、モデル教師室ほか、必要に応じメディアセンター内のすべて

のスペースと資機材、モデル校モデル授業撮影スタジオ 

 

(3) プロジェクト関連支出（C/P 等の人件費、出張旅費等を含む） 

表 3－2：プロジェクト関連支出 

Year GoPNG (キナ) Source 

2005 50,000 Quality Component 

2006 150,000 Quality Component 

2007 800,000 Counterpart Fund 

2008 500,000 Counterpart Fund 

Total 1,500,000  

（1 キナ＝ 45.74 円【2008 年 8 月】)  
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３－２ 活動実績 

活動実績については、活動の結果である「成果」について、各指標に基づいて達成度をみた。な

お、活動の主要部分でもある「研修」「ワークショップ」「セミナー」は、添付資料１：プロジェク

ト研修・セミナー実績に、活動で産出された成果品は、添付資料 2：EQUITV Project Outcomes Products 

List にまとめて示した。 

 

【成果】 

成果１：質の高いモデル授業が継続的に配信される。 

指標①：制作・放映されたテレビ番組授業数 

教育省予算の遅配や停電などの外的要因によりスケジュールの変更はあったが、2006 年に 8 年生

向け番組の制作・配信（208 本）、2007 年にはその前半部分の改訂版制作・配信と 7 年生の教材作成

の準備、そして 2008 年には 7 年生向けの番組制作・配信（評価時点、133 本）を行っている。制作

中の 7 年生向け番組は、最初に制作された 8 年生向け番組よりも質的に進歩したことが認められる。 

 

指標②：モデル教師の教科知識と教授法の改善 

モデル教師は、「教授内容の分析→指導案の作成→リハーサル→指導案改訂→授業実施→反省会」

というサイクルを毎日継続し、授業の進行や時間をコントロールできるようになり、授業案どおりに

進行できるようになった。インターネットを活用することで授業準備、教材開発も以前と比較し短時

間でできるようになった。 

一方、モデル教師の教科に関する知識は向上してきているものの、以下の国際数学・理科教育動向

調査（Trends in International Mathematics and Science Study: TIMSS）の結果が示すように、それはモデ

ル教師に期待される能力として必ずしも十分とはいえない。モデル教師へのインタビューでも、自ら

教科内容の誤りを見つけ出すのは容易ではないと述べており、日本人専門家からの支援がいまだ継続

的に必要である。 

 

表 3－3：理科モデル教師の TIMSS（第 8 学年対象）の受験結果 

理科モデル教師 物理 生物 化学/地学

A 58 74 - 

B 78 78 85 

C 64 91 82 

D 70 61 82 

（100 点満点） 

                   （2003 年実施。専門家資料より） 

 

また、「正確な英語を話さなければならない」、「ゆっくりと分かりやすく話さなければならない」

との意識から、話し方、ジェスチャーなどが硬くなり、視聴者をひきつけるのが容易ではないモデル

教師も見受けられる。 
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指標③：教育省、NEMC、PMGEI の教育テレビ番組制作、業務運営の能力向上 

NEMC の番組制作スタッフはライブ方式のモデル授業番組制作方法を習得した。Count-down Timer3

の挿入、Picture-in-Picture4などの手法を取り入れた番組制作ができるようになった。メディアセンタ

ー機材とモデル授業撮影スタジオの機材管理方法も身に付けた。現時点で独力で番組を制作・配信す

ることが可能である。リハーサルを通してモデル教師との連携も進んだ。事前に撮影の情報が共有さ

れ、双方の番組内容に対する理解が深まった。 

一方、モデル教師による授業の質が上がり、複雑化してきたことにより、ライブ授業で理科実験の

様子を的確に撮影し、視聴者に伝えることが困難になってきている。 

 

指標④：カウンターパート用活動マニュアル、ガイドラインの作成 

各委員会の活動ガイドラインが作成された。作成過程を通して、各人の役割分担やワークフローの

理解が深まった。 

 

成果２：テレビ受信校のテレビ活用教師の授業方法が改善する。 

指標①：教師用ハンドブック、生徒用ワークシートの作成・配布 

テレビ授業を活用するための教師用ハンドブック、生徒用ワークシートが作成・配布され、受信校

教員から高い評価を受けている。さらには、「教育改革により改訂されたカリキュラムを具現化する

ものとして現場の教員には貴重なもの」との教師からのコメントもあった。しかしながら、作成プロ

セスの遅れ、配送の遅れ、州教育事務所から学校への配布の遅れから、テレビ放送に教材が間に合わ

ない状況が続いている。そのため、定期異動等でテレビ授業を担当することになったもののいまだ研

修を受講していない教師のなかには、生徒と一緒にテレビ授業を見ているだけといった、十分にテレ

ビ授業を活用しきれていない者も散見された。また、系統性等の観点で今後も継続的な教材改訂作業

が必要であると考えられるが、教科知識等の観点からモデル教師だけで実施可能であると調査団は確

信を持つまでには至らなかった。 

 

指標②：現職教員研修用番組の制作と配信 

現職教員研修用番組の制作と配信状況は、2006 年度でカリキュラム関連 6 本、現職教員研修ディ

プロマ（コース）（Diploma in Education Primary In-service: DEPI）11 本、2007 年度で理科・算数・教

授法 5 本、番組活用と機材関連 8 本、DEPI 11 本であった。プロジェクト専門家によれば、パプアニ

ューギニア教育研究所（Papua New Guinea Education Institute: PNGEI）の講師は制作委員会と共同で制

作計画、制作、調整ができるようになった。 

調査団が各学校でインタビューしたところ、EMTV 社から提供されている無料放送時間枠の関係で、

現職教員研修用番組は午後 2 時から 3 時の授業時間中に配信されているため、ほとんどの教師は視聴

していないとのことであった。 

また、プロジェクトでは、モデル授業の教材開発、準備、実施、振り返りの業務からモデル教師が

                                            
3 番組制作の放映時間を表示する機能。 
4 メインとして表示されている画面の一部に小さい別の画面を表示する機能。 
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体験した授業へのヒントについて、3 分から 5 分で説明する「Hint＆Tips 番組授業改善編」をまとめ

た。テレビ活用や機材維持管理のヒントについても「機材維持管理編」、「テレビ活用編」を制作し、

モデル授業の前後に配信を開始した。しかしながら、これらについても、教師は授業準備等で時間が

取れず、視聴率は高くない様子がうかがわれた。 

 

指標③：視学官の学校視察のキャパシティ向上 

プロジェクト専門家によれば、州モニタリング委員会によりモニタリング計画ができるようになっ

た。教授法評価の専門家が作った受信校教員の教授能力評価方法を東セピック、ブーゲンビル両州の

視察官に教授し、実際に受信校教員の通常授業（テレビ授業以外の授業）の教授能力評価を実施して

いる。調査団が視学官に行ったインタビューでは、学校訪問の際にはテレビ授業活用に関するアドバ

イスも行うとのことであった。 

 

指標④：計画された数のモニタリングを実施する 

モニタリング委員会によって、ベースライン・エンドライン調査が計画通り実施され、調査報告書

が作成されている。各学校の校長にもデータはフィードバックされている。プロジェクトでは、2 カ

月に 1 回定期モニタリングも実施しており、プロジェクトの調整・運営においてはデータが活用され

ている。しかしながら、作業委員会には十分共有されていない。特に、モデル教師や番組制作スタッ

フは時間的にも地方に出ることが難しいため、番組制作に現場の状況が反映され難い状況である。 

 2006 年と 2007 年のエンドライン調査によれば、プロジェクトの対象校におけるテレビ授業活用状

況は向上傾向がみられ、2007 年に毎日テレビ授業を活用している学校はブーゲンビル州で 70％、東

セピック州で 63％となっている。 

 

表 3-4：対象校におけるテレビ活用率（2006 年） 

1st End line servery in Oct.2006

Every time Often but not
every time Not much NA

Bougainville 47% 32% 9% 12%
East Sepik 32% 44% 9% 17%  

表 3-5 対象校におけるテレビ活用率（2007 年） 

2nd End line servery in Oct.2007
Every time 3 times/week 1-2 times None NA

Bougainville 70% 3% 6% 12% 9%
East Sepik 63% 11% 11% 4% 11%  

 

指標⑤：モデル教師の教科知識と教授法の改善 

今回実施したインタビューでは、テレビ授業を活用することにより、教科知識が強化された、新し

い指導技術を学んだとのコメントがほぼすべての受信校教員から聞かれた。ほとんどの受信校教員は、

モデル教師が行う説明を言い換えたり、テレビ授業の終了後に自分の言葉で説明し直したりするなど、

テレビ授業だけに任せずに自分なりの方法でテレビ授業を活用している様子がうかがわれた。 
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しかしながら、学校間格差も見受けられた。調査団の観察からは、校長がテレビ授業を積極的に活

用しようとする受信校教員のテレビ授業活用能力は高く、生徒の参加姿勢が積極的で、理解度も高か

った。 

 

成果３：テレビ受信校においてモデル授業番組を継続的に受信するための環境が整備される。 

指標①：テレビ受信機材の適切な導入  

プロジェクトによれば、プロジェクト対象校へのテレビ番組受信用機材の配備は概ね予定通り完了

した。調査団の現地視察でも機材の適切な配置は確認できた。 

 

指標②：地域住民による受信校への支援の増加  

プロジェクトによれば、全体の約 50%の学校がテレビをコミュニティーに解放し、週末にラグビー

の試合観戦の機会などを提供することで運営資金を集めているとのことであった。しかしながら、今

回の調査においては、既に中継機が立ち、パラボラアンテナを必要とせずに通常のテレビ受信アンテ

ナだけで視聴が可能となった地域では、各家庭にもテレビが普及し始め、テレビをコミュニティーに

開放する方法による収益は減少し始めているとのことであった。 

ほかには、チェンジ・バスケット5や、ヤシの実を集めて工場に売るなどの活動を実施している学

校運営委員会がある。これらの活動のほかにも、視聴覚教室用に机などを整備したり、機材のセキュ

リティーにかかる経費や労力を提供したり、コミュニティーに協力を呼びかけるなどの活動を行って

いる。 

さらにプロジェクトでは、新しい学校への普及活動のために啓発ツールを作成し、ワークショップ

を通して啓発活動を行っている。 

 

指標③：受信機材の適切な維持管理 

学校におけるメンテナンスの能力向上を図るため、メンテナンス・ハンドブックが参加者からの

意見も参考に改訂され、2007 年末にはすべての学校へ配布済みである。日常のメンテナンスに「役

に立っている」とのコメントが聞かれ、基本的なメンテナンスであるコネクターやケーブルの交換は

学校でできるとの報告があった。 

 

指標④：対象州教育局視学官と機材保守委員会メンバーの能力向上 

学校に設置されたテレビやアンテナなどの機材の故障に対応するために、各州において教育局職員

と職業訓練学校教員を中心にしたサービスチームが組織されている。サービスチームのメンバーは軽

微なトラブルの対応は可能であるが、テレビ自体の故障やパラボラアンテナの調整などは専門の技術

者に有償で依頼しなければならない。特に、ブーゲンビル州では部品を調達する電気店がなく、修理

の場合は、首都まで搬送する必要があるなど困難が生じている。 

 

                                            
5 籠に手作りの菓子などを詰め、それに値段を付けたものを交換したりする。売り上げは学校に寄付する。 
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成果４：テレビ授業を活用した遠隔教育が全国の小学校に普及する可能性が検証される。 

指標①：テレビ授業全国展開に関するフィージビリティスタディ報告書の提出 

プロジェクト活動の全国展開に関する実現可能性調査報告書は、計画通り作成が進んでいる。 

今回訪れた各学校の学校運営委員会は、少ないところでは年間 3 万キナ6（約 120 万円）程度、多

いところでは 10 万キナ（約 400 万円）以上の予算を持ち、独自にテレビを購入し、維持することは

可能と思われた。通常のアンテナで電波の受信が可能な地域ではテレビを買うだけでテレビ授業が見

られるようになるため普及が進みやすい。しかし、中継機が近くになく通常のアンテナでは受信でき

ない地域では、高価なパラボラアンテナ（50 万円程度）を購入する必要があるため、中央政府や地

方政府からの支援が求められる。 

近年、新規参入した携帯電話の普及が目覚しく、この携帯電話用の中継タワーを利用することで、

これまでより低いコスト（400 万円程度。従来は 700 万円程度必要）で中継機を設置することが可能

となり、学校レベルでは通常のアンテナ設置のみでテレビ放送を受信できる地域が急速に広まりつつ

ある。 

 

指標②：テレビを活用した遠隔教育での現職教員研修手法の開発に関するフィージビリティスタディ

報告書の提出 

プロジェクトからは既に報告書が提出されている。2008 年 9 月スタートの DEPI プログラムに 200

人を超える登録者がいることからも、ある程度のニーズが存在することは理解できる。90 年代から

実施された新制度の教育課程を終えた若手教員は既に Diploma を持っており、DEPI プログラムを必

要とするのは旧制度下で養成された比較的年齢が高い、教師経験 20 年以上の教員層が中心となる。

2003 年教育白書では、1 万 6,000 人の小学校教員がおり、うち Diploma 取得済み者は約 56%、非取得

者は 44%である。新制度のもとでは、Diploma の取得が必須となるため、DEPI プログラムのニーズ

は依然として高い。 

 

 以上、4 つの成果の達成状況を総合的にみれば、プロジェクトの活動は現時点まで概ね計画通り成

果に結びついていると判断される。 

 

３－３ 達成状況 

【プロジェクト目標】 

協力対象の小学校において、テレビを活用した遠隔教育の適切な実施・継続により、授業の質が改善

する7。 

指標①：協力対象の小学校において、テレビ授業を受けた生徒数の増加 

テレビ番組を視聴している児童数は 2006 年 2,885 人（8 年生）、2007 年 2,817 人（8 年生）、2008 年

5,492 人（7，8 年生）（総計 11,194 人）と増加している。 

                                            
6 1 キナ＝45.74 円（2008 年 8 月現在） 
7 プロジェクト目標でいうところの「協力対象の小学校」には啓発校を含まない。したがって、プロジェクト目標の

ターゲットは、東セピック州とブーゲンビル自治州のプロジェクト対象校のみとする。 
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指標②：協力対象の小学校において、テレビ授業を行った教員数の増加 

テレビ番組を活用している教員数は 2006 年・2007 年の 8 年生担当が 202 人、2008 年はそれに 7

年生担当が加わり 404 人となっている。 

 

指標③：協力対象の小学校において、テレビ授業を受けたことによる小学校教員の能力向上と授業能

力の向上 

プロジェクトが実施したエンドライン調査における授業観察結果8からは、授業の進行、学習活動

の実施、質問に関する技能、授業時間管理の 4 つの評価項目において、テレビ活用教師はバランスの

取れた授業の実施がなされていたと報告されている。調査団による授業観察でも、テレビ授業を活用

する教師の多くは、伝統的な教師中心主義のスタイルから脱却しつつあり、指導方法、クラス運営、

そして生徒に考えさせる質問技法を身に付け始めていることが、非テレビ受信校での授業観察との比

較を通して確認できた。 

 

指標④：協力対象の小学校において、テレビ授業を受けたことによる児童の理解力の向上 

インタビューでは、「生徒は活発に発言するようになった」、「モデル校の生徒と競うように理解が

早くなった」と、教員や校長からコメントがあった。調査団の授業観察からも、グループ内で教え合

ったりするなど、非テレビ受信校ではあまり見られない様子がテレビ受信校では見られた。 

また、以下のグラフに示すように、ベースラインとエンドライン調査の結果から、非テレビ受信校

に比べて、受信校の生徒の学力の伸びが大きい傾向が確認された。2006 年の 8 年生を対象とした算

数の学力テストでは、ベースライン調査からエンドライン調査時までの学力の伸びに、非テレビ受信

校とテレビ受信校間で危険率 5％未満の水準で有意差が認められた9。 

 

以上のことより、プロジェクト目標はほぼ達成されつつあると判断される。 

 

                                            
8 二年次エンドライン調査報告書より抜粋。サンプル数は、テレビ活用校 9 校（対象教員 13 人）、非テレビ活用校 2
校（対象教員 4 人）である。 
9 検定には繰り返しのある 2 要因の分散分析を用いた。一つ目の要因はテレビ受信と非テレビ受信の群であり、二つ

目はベースラインとエンドラインのタイミングである。2006 年の算数においてのみ二つの要因の交互作用が 5％水準

で有意であった（すなわちベースラインとエンドライン間における伸びがテレビ受信群と非テレビ受信群で同じでは

ない）。2007 年で有意差が見られなかった理由については、番組の映像が 3 カ月間にわたって受信できなかった地域

があったこと、および生徒用ワークシートが 2007 年には個々の生徒に配布されなかったことが可能性として専門家

より挙げられた。2006 年の理科について有意差が見られなかったことについては、算数の方が練習問題等によってワ

ークブックによる学習定着が容易なのではないかとのコメントが専門家より寄せられた。 
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図 3－1 生徒への学力テストの結果 

（2006 年、2007 年ベースライン・エンドライン調査） 

 

【上位目標】 

プロジェクト対象州の小学校において、テレビを活用した遠隔教育により授業の質が改善する。 

指標①：プロジェクト対象州において、テレビ授業を受けた生徒数の増加10 

啓発校でテレビ授業を受けた生徒数の概算は 2008 年では 6,613 人である。 

 

指標②：プロジェクト対象州にいて、テレビ授業を行った教員数の増加 

テレビ授業を活用した教員数は、現在まで 458 人である。 

 

指標③：プロジェクト対象州における、教師と生徒のポジティブな変化 

啓発校においてもプロジェクト対象校と同様に、教師が教科知識や指導法を習得し、生徒の学習態

度や学力にポジティブな変化が見られるとのことであった。 

 

プロジェクトからの機材の供与を受けず、各学校独自の努力でテレビ受信環境を整備することを期

待された啓発校は、現時点で東ニューブリテン州 63 校、東セピック州 7 校、計 70 校に拡大している。

                                            
10 プロジェクト終了後の効果を計る意味から、上位目標のターゲットはプロジェクトからの機材の供与を受けず、各

学校独自の努力でテレビ受信環境を整備することを期待された啓発校のみとする。 
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電気の来ていない地域でも、通常のアンテナで電波を受信できるような環境にあれば、発電機を購入

しテレビを活用している学校があることも確認できた。テレビ授業普及の鍵は、各学校におけるテレ

ビ授業に対する優先度の高さにあると考えられる。 

ブーゲンビル自治州と東セピック州では、域内での全校テレビ授業普及を目指した計画が議会で承

認され、今年から準備が進められることになっている。 

以上のことから、将来的には上位目標が達成されることを期待できると判断された。 

 

【スーパーゴール】 

すべての小学校において、テレビを活用した遠隔地教育により授業の質が改善する。 

指標①：国全体において、テレビ授業を受けた生徒数の増加 

テレビ授業を受けた生徒数の概算は、2006 年 4,565 人、2007 年 9,309 人、2008 年 19,695 人と年々

増加している。 

 

指標②：国全体において、テレビ授業を行った教員数の増加 

テレビ授業を活用した教員数も、2006 年 310 人、2007 年 618 人、2008 年 1,348 人と年々増加して

いる。 

 

指標③：教師と生徒のポジティブな変化 

調査団が視察したなかで、テレビ授業後に受信校教員が集まって、その日に配信された番組につい

て議論する学校があった。これは自然発生的な授業研究でもあり、彼らのテレビ授業活用は、自ら主

導権を持ってテレビ番組を活用する手なれたものであった。 

テレビ授業を活用している受信校教員の授業運営能力には、学校差や個人差があり、特に、校長の

学校運営に対する姿勢が強く影響しているとの印象を受けたことから、校長も含めた定期的な研修の

必要性が感じられた。 

本調査時点までに、PNG の新カリキュラム対象校（1,651 校）のうち 17.3％を占める 287 校におい

てテレビ授業が活用されていることが確認されている。内訳は、プロジェクト対象校（67 校）、プロ

ジェクト啓発校（70 校）、開発パートナー対象校（28 校）、草の根無償資金協力対象校（110 校）、そ

の他自助努力による学校（12 校）である。 

教育省ではすでに全国への拡大を目指したテレビ授業の政策ドキュメントや実施計画のドラフト

を作成済みである。しかしながら、全国的にポジティブな効果が得られるためには、教育省の強力な

リーダーシップが長期にわたり継続的に発揮し続けられることが不可欠であり、現時点でスーパーゴ

ールの達成度を評価することは困難である。 

 

３－４ 実施プロセス 

【貢献要因】 

１）日本人専門家の質 

プロジェクトを支援する日本人専門家のなかに、PNG の事情に精通したメンバーが複数名いた。
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特に、プロジェクトリーダーへの現地側からの信頼は厚く、現場レベルから教育省トップまでと連携

を取り、調整や問題解決を図った。実施上の様々の困難を乗り越え、プロジェクト実施の円滑性が失

われなかったのにはその影響が大きいと思われる。 

 

【阻害要因】 

１）実施上の問題 

・ 2006 年、2007 年と続けて教育省の予算支出が大幅に遅れた。2006 年はプロジェクトを請け負

うコンサルティング会社が一時的に必要経費を立て替えたため特段の悪影響は表面化しなか

ったが、日本側から対応のなかった 2007 年は地方における活動がすべて 10 月まで停止した。

計画された研修は 10 月から開始されたが、モデル授業の配信が既に終了しており、2007 年は

研修で学んだ成果をテレビ授業活用に活かすことができなかった。 

・ 啓発校が予想以上に増加したため、教材印刷費用が不足する事態となった。このため、2006 年

にはすべての生徒へワークシートを配布できていたのが、2007 年以降は各教室に 10～20 冊程

度しか配布できなかった。調査団が訪れた東セピック州のある学校では、学校経費で生徒全員

分のワークシートをコピーして、生徒一人ひとりに持ち帰らせていた。この学校は州でトップ

の成績を収めており、因果関係は証明できないものの、生徒の理解度向上におけるワークシー

トの有効性を考えさせられる事例である。 

・ 2007 年 8 月にブーゲンビル自治州ブカ地域において、EMTV 社の中継アンテナが倒壊した。こ

れにより、その地域のテレビ配信がストップし、DVD による代替が行われた。 

 

２）カウンターパートの異動 

このプロジェクトはもともと C/P の総数が多いが、以下のような主要なメンバーがプロジェクト

の途中で異動してしまい、プロジェクトの進捗に少なからず悪影響を及ぼした。 

・ プロジェクトマネージャー（カリキュラム開発局長）が一般企業へ移籍 

・ 番組制作委員会のトップ（シニア TV プロデューサー）が大学へ移籍 

・ モデル教師 1 人がインターナショナルスクールへ移籍 

・ 機材マネージャー（シニアエンジニア）が一般企業へ移籍 

・ 教科委員会のトップ（初等カリキュラム課長）がオーストラリア国際開発庁（Australian Agency 

for International Development: AusAID）へ移籍 

・ 機材ユニット管理長退職 

・ 地方教育局アドバイザー2 人が教育省内の他のポジションへ移動 

 

【特記事項】 

１）本プロジェクトで採ったアプローチ 

・ テレビ授業を通して、生徒と教員に同時にアプローチできる。教員には教科知識の復習や新し

い指導法の習得の機会、生徒へは質の高い授業が与えられる。 

・ テレビを使うことで、遠隔地の学校でも首都における授業を内容の質的低下なしに教員・生徒
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ともに見ることができる。 

・ テレビという新しいメディアがコミュニティーに与えるインパクトは大きい。 

 

２）本プロジェクトのデザイン 

本プロジェクトには、年間 200 本を越える番組の制作・配信だけでなく、全授業に用いる教師用・

生徒用教材の作成、遠隔地の啓発活動・技術的支援、モニタリング、現職教員研修番組の試作・試行

など、複数のプロジェクトにも匹敵するだけのコンポーネントが含まれていたといえる。よって、2006

年 9 月に実施した運営指導調査にて活動計画の修正が行われ、プロジェクト期間を 3 年 3 カ月（プロ

ジェクト形成時 2 年 7 カ月）に変更する必要があった。さらに、プロジェクトを実施するなかで、モ

デル教師の教科知識・理解度の低さが課題となり、当初計画への追加的な対応も必要となった。 

これらプロジェクトデザインの問題点は、次項の 5 項目評価と日本側・PNG 側双方のプロジェク

ト実施者のパフォーマンス自体の評価にも影響する。調査団としては、デザインの問題はそれ自体を

指摘しつつも、プロジェクト実施の評価については可能な範囲でそれとは切り離したうえで判断する

こととする。 

 

３）カウンターパートのオーバーワーク 

こうした理由から、プロジェクトの前半部分では、モデル教師や番組制作スタッフをはじめとした

C/P の業務負担はきわめて大きく、活動は連日深夜にまで及んだが、2007 年以降、以下のような理由

から業務過多が軽減された。 

・ 運営調査団の提言により、プロジェクト実施期間が 8 カ月延長された。 

・ モデル教師の教科知識と指導スキルが向上し、準備にかける時間が短縮された。その結果、

モデル教師と番組制作スタッフの共同作業が可能になるなど、生産性が向上した。 

・ 各委員会の活動ガイドブック作成を通して、各人の役割とワークフローが明確になり、活動

プロセスがより効率的になった。 

 

４）運営体制の合理化 

プロジェクト開始当初、上位組織である 3 つの連絡委員会（合同調整委員会、ステアリング委員会、

プロジェクト運営委員会）とその下部組織として 8 つの作業委員会が組織された。しかしながら、効

率化を目指して、2006 年 9 月から作業委員会は 5 つ（教科委員会、教育番組制作・機材委員会、遠

隔地校支援委員会、モニタリング委員会、遠隔地モデルによる DEPI 課程委員会）に統合された。 

 

５）キーパーソンの適性 

メディアセンターマネージャー代行が、プロジェクトの方針に否定的であったために、しばしば業

務の円滑な推進が阻害され、効率性に影響を及ぼした。 
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第４章 評価５項目による評価結果 

 

４－１ 妥当性：高い 

(1)必要性 

1993 年の教育改革により初等教育が 8 年生まで延長された。それまで 6 年生までの生徒を指導し

てきた小学校教師が、それまで中学校の内容であった 7 年生、8 年生の教科まで指導しなければなら

なくなり、特に理科、数学における教科知識の不足は深刻で、各学校は困難に直面している。その傾

向は地方の遠隔地ほど顕著である。一方、PNG は山岳地域と離島地域が国土の大部分を占めるため、

都市から隔絶した遠隔地の教員が対面式（Face to Face）の研修等を通して能力の向上を図るのは容

易ではない。 

このような背景から、当該国における遠隔教育のニーズは高く、また、このような状況が一変する

状況にはなく、妥当性は現在も引き続き高い。 

 

(2)優先度 

このような状況下、パプアニューギニア中期国家計画（The Medium Term Development Strategy）、国

家教育計画（A National Plan for Education 2005-2014）双方の計画では、初等教育と遠隔教育の重要性

について明記されている。さらに、2003 年 5 月に沖縄で開催された日本と太平洋諸島国の首脳会議

において、「教育と人材育成」が重点政策目標の一つとして掲げられており、遠隔地教育の重要性も

確認された。また、2004 年 6 月に行われた日本政府と PNG 政府の政策対話においても、教育を援助

優先分野の一つとすることが合意された。JICA の国別事業実施計画においては、援助重点分野「教

育サービスの充実」に合致し、協力プログラム「教育システム強化」の中核的な協力事業として位置

づけられている。 

 

(3)手段の妥当性 

日本では NHK や放送大学などが長年にわたり遠隔地教育を実施しており、そのノウハウは蓄積さ

れている。一定の質さえ確保できれば、テレビ授業は地方の教師に新しい知識と教授法を提供でき、

生徒の理解向上にも直接効果を発揮できる。しかしながら、テレビは一方向の伝達メディアであり、

地方の生徒たちの実情に合わせた学習者中心主義とはなり得ない。この弱点をカバーするにはさらに

地方の教師がテレビの利用法を身に付けていくことが必要不可欠である。 

 

本プロジェクトは、極めて限られた時間のなかで実に多様な活動を計画したデザイン上の問題や、

必ずしもプロジェクト目標に直結しない活動まで取り込んでしまっているロジック上の問題も抱え

るものの、テレビを通して首都のモデル授業を地方の遠隔地の学校へ提供することで、実際に遠隔地

の教師や生徒のニーズに効果的・効率的に応えることができている。 

以上のことより、本プロジェクト実施の妥当性は高いと判断される。 
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４－２ 有効性：高い 

本プロジェクトは、首都の学校で行われている授業を、テレビ配信により遠隔地の教室内で見るこ

とを可能とする。また、テレビ授業を教師と生徒へ同時に投入することが可能となる。さらに、テレ

ビ授業の活用効果を高めるために教師用ハンドブック、生徒用ワークシートが開発され、テレビメデ

ィアが持つ一方向のデメリットを補うことができる。学校への配布が遅れ、特に生徒用ワークシート

が予算の制限から生徒一人ひとりに行き渡らなかったのは、効果の観点からはマイナスであるが、教

室レベルでは教師の知識、指導法の向上、ならびに伝統的な教師中心主義から学習者中心の授業への

変化が見られ始めている。テレビ授業に対する生徒の関心は高く、学力の向上傾向が確認された。 

学校レベルでのテレビ授業活用をサポートするための学校運営委員会への啓発活動により、学校運

営委員会は必要経費の捻出や機材セキュリティーへの協力などを行っている。州の教育委員会はモニ

タリングを実施し、サービスチームの活動と合わせて、学校を支援している。 

以上のように計画された成果が達成しつつあり、それらがプロジェクト目標の達成へと貢献してい

ることから、本プロジェクト実施の有効性は高いと判断される。 

 

４－３ 効率性：全体としては高いが、個々の活動レベルでは低いところが見られる 

本プロジェクトでは、無償資金協力で建設されたメディアセンターの施設、草の根無償資金協力で

購入されたテレビ、専門家派遣やボランティア派遣によって育成されたメディアセンターの人材、開

発パートナー事業により導入されたメディアセンターの機材など、これまでに日本政府が実施した協

力の成果が十分に活用されているといえる。 

通常の 3 年程度のプロジェクトに比べると、本プロジェクトの全体の投入量は多めになっているも

のの、「3-4 実施プロセス、【特記事項】２）プロジェクトデザイン」で触れたように、限られた期間

と予算で、多岐にわたる多くの活動を実施し計画された成果を概ね達成していることから、プロジェ

クト全体としての効率性は高いといえる。ただし、その効率性の高さは、関係者の業務過多と、テレ

ビ授業の質をある程度犠牲にすることによって補われた面があることも指摘しておきたい。 

本プロジェクトのテレビ授業番組は対面式（Face to Face）の研修ではないが、単に首都の授業の

様子をテレビで観察できるだけではなく、教員にとってはカリキュラムに示されている内容を具体的

にどのように授業化することができるのかを知る貴重な研修機会であり、教科内容や指導法なども学

習できる。 

テレビ授業を通して、生徒に対する授業の質の向上と教員に対する研修効果と、両者へ同時に直接

的に貢献している点においても、効率のよいアプローチといえる（詳細は後述の教訓を参照）。 

また、現職研修として本プロジェクトを見た場合、中央のモデル教師が行う質の高い授業運営の方

法を、直接ターゲットグループに見せることができるため、カスケード型のような伝達段階を繰り返

す研修方法と異なり、質の劣化がほとんどない。 

しかしながら、個々の活動レベルでは、教育省側の予算支出の遅れによる活動の遅延、多数の主要

C/P の流出、初年度制作した全番組の半数の改訂などもあり、効率性の低い部分も散見される。 
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４－４ インパクト：非常に高い 

対象州のブーゲンビル自治州、東セピック州では、州全域への拡大計画を策定し、2007 年 12 月に

州政府の承認も得て、2009 年までに州政府により州内の全小学校にテレビ機材が設置される計画で

ある。啓発州の東ニューブリテン州では、すでに当初計画（30 校）の 2 倍以上の小学校である 63 校

が自助努力でテレビを購入し、テレビ授業を利用し始めている。これは、同州全学校の 70％にあた

り、上位目標の達成に向けた活動が進んでいる。 

これ以外にも、テレビ授業番組を活用したことで、以下のようなさまざまな予期せぬ効果が見られ

ている。 

(1)教師 

・ 始業時間に遅れたり、休んだりすることが少なくなった。 

・ 授業準備を熱心に行うようになった。 

・ ジェンダー配慮をするようになった。 

・ テレビ授業を導入していない他の学校の教員からアドバイスを求められるようになった。 

(2)生徒 

・ 出席率が向上した。 

・ 英語の勉強になっている。 

・ 首都の生徒の授業態度を見ることにより、発表の仕方、グループワークの仕方、男子生徒と

女子生徒との協働の仕方など、授業以外のことも学ぶことができる。 

・ ノートをとるのが速くなった。 

(3)学校レベル 

・ 校内研修によってテレビ授業で学んだことを共有している。 

・ コミュニティーとの関係が以前よりも密になり、コミュニティーが学校へ協力的になった。 

・ 親が子どもの教育に関心を持つようになった。 

以上のことから、本プロジェクト実施のインパクトは非常に高いと判断される。 

 

４－５ 自立発展性：中程度 

(1)政策・制度面 

2008 年 7 月 18 日の教育省幹部会議において、全国へプロジェクトを展開することが決定された。

教育省は全国展開計画を策定済みであり、今後も政策的支援は継続するものと考えられるが、その実

施については実際の予算承認を待たねばならない。現時点においてその見込みは未定である。 

現在番組の無料配信を行っている EMTV からは、今後も向こう 5 年間は無料で時間枠の提供が行

われることが約束されている。しかし、全国へのテレビの普及が進めば、現在の無料で提供されてい

る配信の時間帯が変更される可能性も否定できない。 

また、2008 年 9 月 16 日に開局する予定の国営テレビ局の放送枠を活用することによって、テレビ

授業番組の放送枠を広げられる可能性もある。ただし、国営テレビ局も開局したばかりであり、まだ

軌道に乗っておらず、今後の放送枠の拡大に関しては、教育省の予算との兼ね合いなどもあるため、

現時点では確定的なことは言えない。 
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(2)組織・財政面 

全国展開する場合でも、テレビ番組制作に関する業務は、メディアセンターなど中央レベルでの番

組制作・配信については現行の業務から大きく変わらないため、現状のままでも継続可能であると思

われるが、データ処理、地方支援、モニタリングなどについては、現在の組織では対応できず、新た

に構築していく必要がある。 

予算面に関しては、PNG では他の国と比べて潤沢と思えるほどの予算を持つ学校も多いため、中

継機がありテレビと通常のアンテナを購入すればテレビを視聴できる地域であれば、学校予算で対応

が可能であると思われる。しかし、新たに中継機を建設する必要のある地域や衛星用アンテナを必要

とする学校については国や州のレベルで対応する必要がある。また、生徒用ワークシートは生徒の理

解度向上を確保するために生徒一人ひとりへ行き渡ることが必要であり、教材印刷費を確保する必要

がある。 

AusAID や欧州連合（European Union: EU）などの予算を活用する可能性もあるが、まずはどの程

度の予算が必要になるのかについての詳細な調査が必要であろう。 

(3)技術面 

対象州 2 州におけるテレビ授業の配信や受信校によるテレビ授業の活用の状況に関しては、現状を

維持することは、ほぼ問題なく継続されると思われる。番組制作スタッフは自力で通常の活動を継続

できるレベルに能力は向上している。モデル教師についても授業実施能力は改善してきた。しかし、

テレビ授業の質的改善を自分たちだけで行うには、いまだ教科知識の不足が指摘される。地方支援や

モニタリングも含め、全体業務の調整に関してはまだ日本人専門家（チーフリーダー）に負うところ

が大きい。 

 

以上のことを総合すると、本プロジェクト実施後の自立発展性は中程度と判断される。 

 

４－６ 結論 

EQUITV プロジェクトは、中央のモデル校で行われている質の高い授業を撮影し、全国（現状では

対象州のみ）にテレビ配信するという遠隔教育の実施により、授業の質的改善を目標として 2005 年

8 月に開始された。プロジェクトは年間 200 本を超える番組制作、教材作成、啓発活動など、さまざ

まなコンポーネントを実施してきた。 

山岳地や離島が多く、教員研修も容易ではない環境下、プロジェクトによるテレビ授業は教員と生

徒に平均的な PNG の授業よりも質の高いモデル授業を提供した。遅配はあったものの、教師用ハン

ドブックと生徒用ワークシートの効果的な活用により、受信校における授業の質は改善され、生徒の

学力向上も確認された。教育省側の予算支出の遅れなどからプロジェクト実施に影響も出たが、柔軟

な対応策が採られ、総体的に効果的・効率的なプロジェクト運営が行われた。 

プロジェクトの対象校以外に、計画を上回る数の啓発校が自主的にテレビ授業活用を開始し、教師

と生徒にポジティブな影響が見られただけでなく、教室内でのジェンダー配慮、コミュニティーと学

校との連携強化などさまざまな予期せぬ効果も見られている。中央レベル、地方レベル双方において、

今後の拡大計画が策定され、今後も政策的支援は継続するものと考えられる。 
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ただし、テレビ授業の質を改善する能力、およびモニタリングや地方への支援体制などに関しては、

さらなる強化が必要とされる。 

以上、調査によって得られたさまざまな情報を総合すれば、本プロジェクトでは必要な活動が実施

され、計画された多様な成果を産出し、それらがプロジェクト目標と上位目標の達成に貢献している

と判断される。調査団は、プロジェクト期間の終了までにプロジェクトの目標は達成され得ると結論

付ける。 

しかしながら、すべての成果は C/P と日本人専門家による極めて献身的な努力により短期間で達成

されつつあるもので、今後の継続的自立発展には、中核となるモデル教師の教科知識の向上や、地方

支援、モニタリング強化、多岐にわたる活動全体の管理調整能力の強化など、さらなる自助努力と支

援が必要と思われる。 
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第５章 提言と教訓 

５－１ 現状に見られる課題に関する提言 

 

５－１－１ テレビ授業番組の改善 

(1) 生徒が書き写す時間を十分にとる 

授業時間中に生徒が問題を解くための時間やテレビ授業の内容を生徒がノートに書き写す時間が

足りないという意見が、今回インタビューした生徒や教員のほとんどから聞かれた。生徒が授業のま

とめを授業後に写すことができるように、授業のまとめを黒板に書いている受信校教員もいた。授業

のまとめ、演習問題の回答などを書き写す時間を長めにとる必要がある。 

(2) 「Hint & Tips」 を日々の授業に直接関連するものにする 

今回インタビューを行った受信校教員のなかには、現場で役に立つノウハウを短くまとめた番組で

ある「Hint & Tips」を見ていない教員が少なくなかった。特に、自分の業務に直接関係がない内容の

ときは見ないとの意見が聞かれた。「Hint & Tips」 が効果的に活用されるためには、その日や翌日の

授業に使われる指導法や、教科知識を強化するような内容などのように、見ることにより授業の準備

が楽になるなどのメリットを教員が直接感じられる内容にすることが必要である。また、教員が多忙

な時間は避けるなど、配信の時間への配慮も必要である。 

中・長期的には、一般的な知識はまとめてブックレットや DVD 化し、教員が必要なときに参照で

きるようにし、それらを集めて研修教材にすることも、考慮するとよいと思われる。 

(3) 受信校の生徒が実際に入手可能な材料を用いた実験を増やす 

ビーカーやフラスコ、試験管など、地方の学校では手に入りにくい実験器具を見ることのできるこ

とが、受信校の生徒にとって大きなメリットになっている。そのメリットに加え、地方でも入手可能

な材料を用いた実験を増やし、受信校でも実施可能な実験を増やすことが望まれる。 

長期的にはテレビ授業で行われる実験に必要な器具一式を簡易実験キットとして開発し、配布（販

売）することも考慮するとよいと思われる。 

 

５－１－２ 教師用ハンドブックや生徒用ワークシートの配布方法の改善 

教師用ハンドブックや生徒用ワークシートは、テレビ授業の送り手と受け手をつなぐための役割を

果たしており、テレビ授業が見られないときにも、受信校教員が何をやればよいかがわかる重要な教

材である。したがって、確実に各学期の授業開始前に教師用ハンドブックや生徒用ワークシートが各

学校に届けられるよう、以下の改善を提言する。 

(1) テレビ授業が開始する学期の前に確実に届くことが最も重要である。遅れる原因を洗い出し、す

ぐに対策を打つ。 

(2) 輸送費を節減するため、また、ポートモレスビーから地方への輸送遅れのリスクを減らすために、

州で印刷を行う。ただし、配布状況がいま以上に州によってばらつきが出る可能性があり、中央

がある程度の部数を送り、残りを各州の責任で配付するなどの方法を確立することが必要。 

(3) 中長期的には、1 年分をまとめて、前年の 12 月までに送るような仕組みを作る。 
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(4) できる限り、各生徒に 1 冊ずつ行き渡るように部数を増やす方法を考える。 

 

５－１－３ モニタリング・システムの強化 

各年のベースライン、エンドライン調査の結果は分析され、結果が関係者にフィードバックされて

いるが、日常活動に関するデータの分析活動やそのフィードバックは学校レベルまで行われていない。

また、モデル授業の質を日常的にモニターする仕組みが十分に確立されていない。モニタリング・シ

ステムは、PNG 関係者が自ら改善活動を行うために重要な仕組みであるので、本プロジェクト活動

の自立発展性を確保するために、モニタリングの仕組みに関して以下を提言したい。 

(1) 日常のモニタリングの結果の分析とフィードバックの仕組みを確立する。そのためには、モニ

タリング委員会のメンバーに対して簡単な分析のトレーニングなどを行うことが必要。 

(2) モデル授業の質を視聴者である生徒や教員がモニタリングする方法が将来的には不可欠。地方

の教員や生徒が評価する仕組みを作る。スタンダード・オフィサー （指導主事のようなもので、

従来の Inspector）が集約する方法が考えられるが、ハガキや FAX、e-mail、電話などで教員や

生徒が直接コメントを送る窓口も設ける。 

(3) 将来的には地方にモニター校（各州 2、3 校）を設け、そこの教員がモニタリングする方法も考

慮されたい。それらの学校を、1 週間あるいは 1 カ月ごとにスタンダード・オフィサーが訪問

してコメントを集める、あるいは直接送ってもらうなどの方法が考えられる。その学校の先生

を首都で行われるモデル教員の研修に招聘したり、そのなかから優秀な教員をモデル教師とし

てスカウトしたりするなど、全国の教員からモデル教員をプールする仕組みを作ることも可能

となる。 

 

５－１－４  テレビ授業の DVD 化 

受信状況の不調や発電機や機材の不調などで見損ねたテレビ授業を見るためや、各学校がテレビ

授業の放送時間に縛られることなく、学校側が立てた計画のなかにテレビ授業を組み入れるために、

テレビ授業を DVD 化してほしいという要望が幾つかの学校から聞かれた。テレビ授業の DVD 化に

ついては、すでにメディアセンターが着手済みであるが、後述の柔軟性の確保にもつながるため引

き続き積極的に進めることを提言したい。 

 

５－２ 中期的な観点からの提言（3年から 5年程度） 

５－２－１ テレビ授業の質の改善のために 

(1) 日本人専門家の支援なしに質を確保する仕組みの確立 

日本人専門家の支援なしに PNG 側だけで質を確保する仕組みを確立する。特に、教科内容を確実

にするための支援の仕組みが必要。現状では、モデル教師がインターネットを活用して調査したり、

カリキュラム・オフィサーや PNGEI の講師から助言を受けたりしているが、十分な時間が取れてい

ないのが現状である。将来的には、モデル教師に加え、メディア・カリキュラム・オフィサーなど教

科内容の専門家を含めたチームとして確認できる体制を作る必要がある。 

 



 - 35 -

(2) モデル教師として優秀な人材を全国から公募する仕組みの確立 

モデル教師自身が授業内容の質と授業実施の質の両方をチェックできるようにすることも可能であ

るが、そのためには、教科内容に精通し、かつ教え方にも優れた人材である必要がある。その場合、

モデル教師は必ずしも小学校の教員である必要はなく、十分な教科知識を持ち、さらに授業のプレゼ

ンテーションを上手にできるような人材を広く公募する仕組を作る必要がある。全国から人材を募集

するためには、モデル教師のポストを教員養成校の講師並みのポストにし、社宅などの福利厚生を充

実させるなどの必要がある。 

また、長期的には、モデル教師の実績を精査して入れ変える仕組みも必要となる。最終受益者であ

る地方の生徒や教員が、モデル教師をモニターする仕組みを作ることが必要である（5-1-3を参照）。 

 

５－２－２ 全国展開 

(1) 全国展開に必要な組織体制の構築 

全国展開にあたっては、新規に参加する各州のレベルにおいては、本プロジェクトが対象 2 州で構

築したものと同様の組織体制を構築する必要がある。中央レベルでは、対象州の増加にともない、既

存の人員だけでは対応しきれなくなることが予想される。特に、各州への支援を行うモニタリング委

員会や遠隔地支援委員会のメンバーの増員や専任化が必要となると思われる。全国 20 州が参加する

までに、中央レベルで専任の部署を設ける必要があるため、教育省内の組織づくりをいまから考えて

おく必要がある。州レベルでも専任の担当官を設けることが望ましい。 

 

(2) 僻地への配慮 

全国展開するうえでは、中継器からの信号が届かない地域での普及（パラボラアンテナを必要とす

る地域）と、電化されていない地域（発電機が必要）における対応を考えておく必要がある。僻地ほ

ど両者の問題が深刻であり、さらに都市の学校に比べ BOM の収入も少ないところが多いため、テレ

ビ授業導入と維持の条件がいっそう厳しくなるので、それらに対する保護策を考える必要がある。 

 

５－３ 長期的観点からの提言（5 年から 10年程度） 

５－３－１ 受信校教員によるテレビ授業の柔軟な活用を可能とするための方策 

今回インタビューした教員や生徒からは、テレビ授業に関して以下のようなメリットと課題が聞か

れた。 

(1)メリット 

・ 地方にいながらにして、ポートモレスビーで行われている授業を見ることができる。 

・ 実験器具など地方では見られない器具を見ることができる。 

・ ポートモレスビーのレベルと自分たちのレベルを比較することができる。 

・ 自分（の先生）以外の教員の授業を見て学ぶことができる。 

(2)課題 

・ モデル教師がごくたまに間違ったことを教えることがある。 

・ モデル教師の説明がわかりにくいときは、テレビの音を消して自分が説明することもある。 
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・ モデル教師の教え方が、自分が効果的と思っている教え方と異なることがあり、トピックに

よっては自分自身で教えたい。 

・ 何回かテレビ授業を見て、教科内容や教え方に自信が持てるようになったら、自分自身で教

えたい。 

・ テレビ授業の一部だけを活用したい。 

以上のような意見を考えると、長期的には、より柔軟性をもったテレビ授業の活用ができるよう考

慮する必要があると思われる。そのために、以下を提言する。 

① 将来的には受信校教員が、テレビ授業を活用するかどうか、使用方法を選択できるようにする。 

② DVD 化するなど、テレビ授業の時間に拘束されずに各学校が独自の時間割を作成できるような工

夫が必要である。 

③ 理解の遅い生徒や速い生徒にも対応できるような助言や、基本確認と応用力育成用のレベルの異

なった問題を各時間の最後に補充問題として設けるなど、教師用ハンドブックや生徒用ワークシート

をより充実させる必要がある。 

 

５－３－２ 受信校教員の教科内容の改善のためのプログラムの開発 

長期的に PNG の教育の質を上げるためには、受信校教員の教科知識や指導法を強化していくこと

は不可欠である。そのためには、受信校教員を対象とした教科内容や指導法に関するワークショップ

を開催する、教師用ハンドブックに「Hint＆Tips」を付け加えたり、教師が教科内容を強化するため

の教科知識を加えるなど、現職研修としての機能を果たすような内容を付与することも検討されたい。 

 

５－３－３ 受信校ネットワークの形成 

５－１－３に述べたようなモニター校を中心に、TV 学校間のネットワークを構築することを提案

したい。2，3 のモニター校が集まり、TV 授業の改善案を提案したり、よりよい指導方法について議

論するなど、スタンダード・オフィサーとモニター校を中心に、地域の教員が集まる場を設け、現職

研修の場として発展させることも、将来的に有効と思われる。 

 さらに、受信校ネットワークで話し合われた提言や効果的な授業案をテレビ授業として取り上げる

など、受信校教員の参加を促すためのインセンティブを設けることも重要である。 

 

５－４ 教訓 

今後の類似プロジェクトのために、以下の点を指摘しておく。 

５－４－１ プロジェクトのデザイン 

本プロジェクトは、幅広い関係者を巻き込みながら、多岐にわたる多くの活動11を 3 年 3 カ月（当

初計画では 2 年 7 カ月）という短期間で実施するデザインとなっている。これらの活動量の多さを考

えると、JICA 支援プロジェクトとして 1 年目は教材作成、2 年目は授業案づくり、3 年目に撮影と配

信など段階的に取り組む方法や、年間 1 科目ずつ制作する方法、あるいはプロジェクトとしての実施

                                            
11 数学・理科あわせて、年間 200 時限以上にわたるテレビ番組用授業案の作成、テレビ番組の撮影・編集・配信、そ

れら全授業分の教師用・生徒用教材の作成、地方でのワークショップ開催、学校レベルのモニタリング活動などが含

まれる。 
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期間を長くするなどの選択肢も考えられた。 

特に、年間 100 本以上の番組制作という限られた時間内に数的な妥協が許されないスケジュールで

は、技術移転にかける時間が限定されることや、教師用・生徒用教材作成、授業案作りに関しては、

モデル教師以外が専任でなかった点を考慮し余裕のある時間設定にする必要あったと思われる。 

 

５－４－２  対象学年 

モデル教師の教科知識を低学年から段階的に向上させていく必要性などを考えると、8 年生から 7

年生という順番ではなく、低学年の番組制作を行ってから高学年を行うほうが、より効率的な運営が

できたと思われる。できるなら後期初等の 6 年生から行うのが理想的であるが、教育改革によるトッ

プアップの現状を考えると、少なくとも 7 年生から行うべきだったと思われる。 

 

５－４－３  テレビ授業というアプローチ 

(1) 生徒にとって 

教育の質の向上を目指す多くの JICA の基礎教育案件が教員研修を通して授業の質の向上を図ると

いうアプローチをとっているのに対し、本プロジェクトではテレビで授業を配信することによって、

受信校生徒に対して直接質の高い授業を提供することを目的としており、JICA の教育案件としては

極めてユニークなアプローチである。 

年間の 1 学年分のすべての授業を映像として配信することにより、その国におけるトップレベルの

授業を全国の生徒が目にすることができる効果は非常に大きい。テレビ授業という方法は一方向的で

はあるものの、質の高い授業を直接生徒に見せることができ、受信校教員の授業レベルが一定の水準

より低い場合には確実に地方の教育の質を上げることができるという意味で、効果の高い方法である

といえる。特に、地方の生徒にとって、都会の学校で行われている全授業を見ることができることの

安心感は非常に大きいことが今回のインタビューからも明らかになった。 

ただし、本来の生徒中心の授業は各クラスの生徒の現実（生徒の理解度や既習事項など）に基づく

ことが必要であるが、テレビ授業では各受信校の生徒の現実を考慮することは難しい。テレビ授業は

あくまでも代替手段であることに留意する必要がある。したがって、短期的には、テレビ授業が各校

の生徒の現実に応じた授業になるよう受信校教員が調整できるよう、受信校教員のファシリテーショ

ンを向上させることが不可欠である。長期的には、受信校の教員が必要に応じて活用できるよう、

DVD 化などの柔軟性を持った活用ができるような工夫が必要であろう。 

 なお、2006 年のベースライン調査とエンドライン調査の比較において、数学だけではあるが、テ

レビ受信校生徒の学力の伸びと非受信校生徒の伸びとの間に統計的に有意な差があることがわかっ

た。JICA の多くの教員研修型の案件とは異なり、直接生徒への介入を行うアプローチであるため、

早い時点でこのような効果が現れたとも考えられる。数年後に、本アプローチの有効性についての調

査を実施し、授業の映像化によるアプローチの有効性について何らかの検証を行うと、興味深い結果

が得られると思われる。 
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(2) 教員にとって 

テレビ授業は、教員にとっても教科内容の復習や指導技術に関する研修効果があり、生徒と教員の

両者に同時にアプローチできるという点で、効率性の高い方法であるといえる。特に、経験の浅い教

員、数学・理科に自身がない教員、他の先生の授業を見る機会が少ない地方教員、忙しくて授業の準

備に時間が割けない教員にとっては、非常に有効であると思われる。  

 

５－４－４ テレビ番組制作という活動 

本プロジェクトでは、年間のすべての授業案を日々作成しながら、同時に撮影し、配信するという、

毎日のように締め切りがあり、しかも、それらの締め切りを延ばすことのできない状況において実施

された。そのため、PNG 側 C/P も非常に多くの仕事量を短時間でこなす必要に迫られ、深夜残業を

含むかなりの超過勤務を強いられた。そのような状況のため、プロジェクト活動の実施そのものが重

要な目的となり、相手国のキャパシティの向上を、時間をかけて待つことが難しい状況であった。 

しかしながら、PNG の状況をよく知る専門家からは、そのように常に目の前に締め切りがあり、

しかもそれを延期することが許されないというアプローチだったからこそ、結果として、計画通り活

動が実施され、C/P が成果を出すことができたという意見も聞かれた。つまり、見方によっては、本

プロジェクトのアプローチは、結果として非常に現地の状況に合ったアプローチであったという言い

方もできるということを付言しておきたい。 

 

５－４－５ 日本人専門家のかかわりと PNG 側の自立発展性 

本プロジェクトでは、幅広い PNG 人脈や卓越した管理・調整能力持つ、日本人専門家のプロジェ

クト総括の貢献によって、さまざまな困難を乗り越えてきた感がある。総括の果たした役割が大きい

がゆえに、総括がいなくなったあとの自立発展性への不安が残ることも事実である。今後は、総括の

抜けた穴を PNG 側だけで補えるような体制作りが必要である。 

 

５－５ 今後の方向性 

５－５－１PNG の教育セクター全体をみた JICA の支援戦略の必要性 

 本プロジェクトは、無償資金協力で建設された教育メディアセンターや開発パートナー事業として

行われた「ライブ授業放送を利用した遠隔地教育」など、これまで JICA が PNG において実施した

支援の成果を活用してきた。しかしながら、｢５－４ 教訓」でも述べたように、テレビによる一方

向的な授業は、ある条件下においては非常に有効な方法となりえるものの、一時的な代替手段である

とも言え、教育セクター全体の中で長期的にメインストリームとして位置づけられ続けるのかという

点については、慎重に考える必要がある。 

そこで、本プロジェクトが終了するにあたって、PNG 側のインフラ整備の状況、教育セクター全

体の戦略などの位置づけや優先順位づけ、特にテレビや DVD などのメディアを使った教育支援が

PNG の教育政策の中でどのように位置づけられるのかを確認することが重要である。そのうえで、

JICA がこれまで行ってきた支援を踏まえ PNG に対する支援戦略、今後の方向性を検討していくこと

が必要であろう。 
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具体的には、既に述べているように PNG のインフラの状況や教育セクター全体をみて、プロジェ

クト形成調査などを行い、PNG の教育セクターに関する JICA としてのポジションペーパーを作成す

る必要があろう。それを行ったうえで、本プロジェクトの成果を維持させることを目指すのか、ある

いはさらに本プロジェクトの成果を活用して新たな支援を行っていくのか決める必要があると思わ

れる。以下に、その際の 2 種類の活動例を示す。 

 

 (1) プロジェクトの成果を維持させるために必要な活動 

a) 教師用・生徒用教材の配布遅延の改善（ただし、本年度のものがすでにあるので、来年度以降は

改善が期待される）のための活動。 

b) PNG 側人材だけで、テレビ授業の質（特に教科内容面に関して）の良し悪しを確認し、質の向

上を行うことのできる仕組みを作ることと人材を育てるための活動。 

c) 現日本側プロジェクト総括が果たしてきた役割や機能を PNG 側人材で果たすことができるよう

な人材とチームを育てる。 

 

(2) プロジェクトの成果をさらに発展させるために必要な活動 

a) モニター校の設置、スタンダード・オフィサーの活用により、授業の質の面のモニタリングを強

化する（提言 5-1-3、5-2-1に関連）。 

b) 教員が指導するために必要なやや高度な教科知識を盛り込む、生徒用にレベルの異なる補充問題

を増やすなどして、教師用ハンドブック、生徒用ワークシートをさらに充実させる（提言 5-3-2

に関連）。 

c) テレビ受信校を核とした現職研修を行うなどにより、受信校教員の指導力を向上する（提言

5-3-3に関連）。 

 

 

以上 
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専
門
家

ロ
ー
カ
ル
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

メ
デ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー

2
8

3
1
5

2
1
4

8
教
育
省
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
委
員
会
　
8
名

2
.
 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
調
査
実
施
研
修

教
育
省
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
委
員
会

専
門
家
・
ロ
ー
カ
ル
コ
ン
サ
ル

タ
ン
ト

東
セ
ピ
ッ
ク
州
及
び

ブ
ー
ゲ
ン
ビ
ル
州

1
5

6
3
1

7
2
7

1
0

州
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
委
員
会
　
１
８
名

3
.
 
テ
レ
ビ
受
信
校
へ
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
研
修

教
育
省
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
委
員
会

専
門
家
・
ロ
ー
カ
ル
コ
ン
サ
ル

タ
ン
ト

東
セ
ピ
ッ
ク
州
及
び

ブ
ー
ゲ
ン
ビ
ル
州

1
5

6
6

9
6

4
0

テ
レ
ビ
受
信
校
教
員
 
（
延
べ
人
数
）
　
2
0
0
6
年
　
２
１
９
名
、

2
0
0
7
年
 
1
3
2
名

P
D
M
活
動
N
o

研
修
名

実
施
者

支
援
者

年
度

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
保
護
者
へ
の
啓
発
活
動

実
施
場
所

実
施
回
数

実
施
日
数

実
施
回
数

実
施
日
数

実
施
回
数

実
施
日
数

参
加
者
数
/
回

参
加
者
内
訳

１
．
　
遠
隔
校
支
援
委
員
会
へ
の
啓
発
教
材
作
成
研
修

及
び
、
啓
発
研
修
手
法
研
修

専
門
家

メ
デ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー

*
J
I
C
A
 
P
N
G
事
務
所

1
1
0

3
3
0

3
3
0

6
遠
隔
校
支
援
委
員
会
６
名

実
施
者

メ
デ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー

１
．
年
間
授
業
計
画
の
作
成
手
法
の
指
導
、
理
科
・
算
数
の
年
間
授
業
計
画
の
作
成

２
．
理
科
・
算
数
に
お
け
る
児
童
中
心
型
の
授
業
方
法
、
児
童
の
評
価
手
法
の
指
導

３
．
モ
デ
ル
教
師
の
基
礎
知
識
及
び
教
科
知
識
向
上
の
た
め
の
指
導
　
（
O
J
T
、
研
修
、
教
科
セ
ミ
ナ
ー
、
ゴ
ロ
カ
研
修
な
ど
）

4
.
 
モ
デ
ル
教
師
は
、
モ
デ
ル
授
業
改
善
の
た
め
の
研
修
を
テ
レ
ビ
受
信
校
教
員
を
対
象
に
実
施
し
た
。
そ
の
研
修
準
備
と
研
修
を
通
し
て
専
門
家
は
、
モ
デ
ル
教
師
の
教
科
知
識
と
教
授
法
の
指
導
を
お
こ
な
っ
た
。

5
．
 
遠
隔
教
育
に
必
要
な
教
材
作
成
、
授
業
法
、
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
技
術
の
指
導

2
0
0
6

2
0
0
7

支
援
者

1
-
1

メ
デ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー

実
施
者

１
．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、
教
育
番
組
制
作
、
遠
隔
地
で
の
研
修
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
つ
い
て
の
運
営
管
理
（
予
算
、
番
組
制
作
計
画
、
研
修
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
計
画
、
機
材
維
持
管
理
計
画
）
の
指
導

２
．
高
品
質
の
教
育
番
組
制
作
（
ク
ラ
ス
ル
ー
ム
撮
影
法
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
編
集
、
理
科
実
験
撮
影
法
）
の
指
導
（
新
た
に
配
置
さ
れ
た
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
に
は
、
教
師
教
育
番
組
制
作
の
基
礎
を
指
導
）

３
．
メ
デ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
テ
レ
ビ
機
材
の
維
持
管
理
方
法
の
指
導

2
0
0
7

1
.
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
が
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
に
よ
り
継
続
し
て
実
施
さ
れ
る
た
め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
作
成
研
修

2
.
 
教
育
省
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
を
シ
ス
テ
ム
化
し
持
続
さ
せ
る
た
め
の
持
続
計
画
案
作
成
指
導

1
-
5

2
-
4

実
施
者

支
援
者

2
0
0
5

2
0
0
5

2
0
0
6

2
-
5

1
-
2

支
援
者

支
援
者

1
.
 
テ
レ
ビ
活
用
法
研
修
実
施
に
向
け
た
研
修
指
導
と
研
修
用
教
材
開
発
指
導
　
（
*
2
0
0
7
年
２
回
　
J
I
C
A
ネ
ッ
ト
を
活
用
し
教
材
作
成
に
つ
い
て
の
指
導
を
行
っ
た
。
）

２
．
　
テ
レ
ビ
受
信
校
に
お
け
る
テ
レ
ビ
番
組
を
活
用
し
た
効
果
的
な
授
業
の
実
施
方
法
の
指
導

3
.
 
モ
デ
ル
授
業
改
善
の
た
め
の
フ
ォ
ー
ド
バ
ッ
ク
研
修
、
テ
レ
ビ
活
用
方
法
の
向
上
も
狙
っ
た
研
修
で
あ
る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

研
修

・
セ

ミ
ナ

ー
実

績

2
0
0
7

2
0
0
6

2
0
0
5

2
0
0
7

2
0
0
5

2
0
0
7

1
.
 
定
期
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
調
査
手
法
研
修
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
票
、
調
査
票
開
発
研
修
（
教
育
省
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
委
員
会
対
象
）

2
.
定
期
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
調
査
方
法
の
研
修
（
モ
デ
ル
州
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
委
員
会
対
象
）

3
.
 
テ
レ
ビ
受
信
校
の
テ
レ
ビ
授
業
実
施
状
況
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
実
施
方
法
の
指
導
（
テ
レ
ビ
受
信
校
教
員
対
象
）

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
6

実
施
者

支
援
者

実
施
者

-       -43



２
．
　
テ
レ
ビ
受
信
校
へ
の
啓
発
研
修

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
委
員
会
（
ベ
ー
ス
ラ

イ
ン
調
査
時
、
2
0
0
5
年
度
）

遠
隔
校
支
援
委
員
会

専
門
家
・
州
政
府
視
察
官

東
セ
ピ
ッ
ク
州
及
び

ブ
ー
ゲ
ン
ビ
ル
州

6
1
8

7
2
1

6
3
4

6
0

テ
レ
ビ
受
信
校
　
校
長
、
教
員
、
学
校
運
営
委
員
会
　
（
延
べ

人
数
）
　
2
0
0
5
名
　
2
7
1
名
、
2
0
0
6
年
　
５
８
０
名
、
2
0
0
7
年

1
8
1
名

P
D
M
活
動
N
o

研
修
名

年
度

テ
レ
ビ
機
材
維
持
管
理
研
修

実
施
場
所

実
施
回
数

実
施
日
数

実
施
回
数

実
施
日
数

実
施
回
数

実
施
日
数

参
加
者
数
/
回

参
加
者
内
訳

１
．
　
番
組
制
作
・
機
材
運
営
維
持
管
理
委
員
会
へ
の

テ
レ
ビ
機
材
設
置
手
法
、
研
修
用
教
材
作
成
研
修

専
門
家

メ
デ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー

2
1
4

4
3
0

4
2
0

6
番
組
制
作
・
機
材
運
営
維
持
管
理
委
員
会
 
6
名

２
．
　
州
サ
ー
ビ
ス
チ
ー
ム
へ
の
機
材
維
持
管
理
研
修

及
び
O
J
T

番
組
制
作
・
機
材
運
営
維
持
管
理
委

員
会

専
門
家

東
セ
ピ
ッ
ク
州
及
び

ブ
ー
ゲ
ン
ビ
ル
州

2
2
0

1
0

1
5

4
2
0

1
0

モ
デ
ル
州
サ
ー
ビ
ス
チ
ー
ム
　
技
術
者
８
名

３
．
　
テ
レ
ビ
受
信
校
へ
の
テ
レ
ビ
機
材
維
持
管
理
研

修
研
修

番
組
制
作
・
機
材
運
営
維
持
管
理
委

員
会

専
門
家

東
セ
ピ
ッ
ク
州
及
び

ブ
ー
ゲ
ン
ビ
ル
州

2
1
0

1
0

4
2

6
2
0

5
0

テ
レ
ビ
受
信
校
　
校
長
、
教
員
、
学
校
運
営
委
員
会
　
（
延
べ

人
数
）
　
2
0
0
5
名
　
１
３
７
名
、
2
0
0
6
年
　
1
6
8
名
、
2
0
0
7
年

2
3
2
名

P
D
M
活
動
N
o

研
修
名

実
施
者

支
援
者

年
度

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
実
施
法
研
修
（
テ
レ
ビ
機
材
）

実
施
場
所

実
施
回
数

実
施
日
数

実
施
回
数

実
施
日
数

実
施
回
数

実
施
日
数

参
加
者
数
/
回

参
加
者
内
訳

1
.
 
教
育
省
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
委
員
会
へ
の
研
修

専
門
家

ロ
ー
カ
ル
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

メ
デ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー

2
8

3
1
5

2
1
4

8
教
育
省
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
委
員
会
　
8
名

2
.
 
州
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
委
員
会
へ
の
研
修

教
育
省
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
委
員
会

専
門
家
・
ロ
ー
カ
ル
コ
ン
サ
ル

タ
ン
ト

東
セ
ピ
ッ
ク
州
及
び

ブ
ー
ゲ
ン
ビ
ル
州

1
5

6
3
1

7
2
7

1
0

州
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
委
員
会
、
サ
ー
ビ
ス
チ
ー
ム
　
2
0
名

3
.
テ
レ
ビ
受
信
校
へ
の
研
修

教
育
省
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
委
員
会

専
門
家
・
ロ
ー
カ
ル
コ
ン
サ
ル

タ
ン
ト

東
セ
ピ
ッ
ク
州
及
び

ブ
ー
ゲ
ン
ビ
ル
州

1
5

6
6

9
6

4
0

テ
レ
ビ
受
信
校
教
員
 
（
延
べ
人
数
）
　
2
0
0
6
年
　
２
１
９
名
、

2
0
0
7
年
 
1
3
2
名

P
D
M
活
動
N
o

研
修
名

年
度

4
-
2

テ
レ
ビ
番
組
に
よ
る
D
E
P
I
教
員
研
修
番
組
研
修

実
施
場
所

実
施
回
数

実
施
日
数

実
施
回
数

実
施
日
数

実
施
回
数

実
施
日
数

参
加
者
数
/
回

参
加
者
内
訳

１
．
　
D
E
P
I
 
教
員
研
修
番
組
作
成
研
修

専
門
家

メ
デ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
職
員

P
N
G
E
I

1
7

5
3
0

4
1
0

1
5

メ
デ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
8
名
、
P
N
G
E
I
講
師
　
１
４
名

2
．
　
テ
レ
ビ
に
よ
る
D
E
P
I
 
教
員
番
組
の
可
能
性
の
た

め
の
研
修

専
門
家

D
E
P
I
委
員
会
長

P
N
G
E
I

0
0

5
3
0

1
0

3
0

1
5

教
育
研
修
局
６
名
、
D
E
P
I
講
師
１
２
名

P
D
M
活
動
N
o

研
修
名

実
施
者

支
援
者

年
度

テ
レ
ビ
授
業
の
始
ま
っ
て
い
な
い
地
域
に
お
け
る
パ
イ

ロ
ッ
ト
活
動

実
施
場
所

実
施
回
数

実
施
日
数

実
施
回
数

実
施
日
数

実
施
回
数

実
施
日
数

参
加
者
数
/
回

参
加
者
内
訳

１
．
　
テ
レ
ビ
授
業
の
始
ま
っ
て
い
な
い
地
域
に
お
け

る
啓
発
活
動

遠
隔
校
支
援
委
員
会
・
専
門
家

州
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
調
整
員
、
州

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
委
員
会

東
セ
ピ
ッ
ク
州
、
ブ
ー

ゲ
ン
ビ
ル
州
、

2
1
0

8
2
0

4
5

6
4

モ
デ
ル
州
啓
発
校
　
校
長
、
教
員
、
学
校
運
営
委
員
会

２
．
　
東
ニ
ュ
ー
ブ
リ
テ
ィ
ン
州
教
育
局
幹
部
・
職
員

へ
の
ス
タ
デ
ィ
ー
ツ
ア
ー

遠
隔
校
支
援
委
員
会
・
専
門
家

A
R
B
教
育
局

ブ
ー
ゲ
ン
ビ
ル
州
、
N
C
D

0
0

1
1
0

0
0

8

東
ニ
ュ
ー
ブ
リ
テ
ィ
ン
州
教
育
局
長
、
視
察
官
、
小
学
校
代
表

４
名
　
（
教
育
省
予
算
に
よ
り
以
下
の
職
員
が
研
修
に
参
加
し

た
。
教
員
教
育
局
長
、
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
初
等
部
長
、
N
C
D
視
察

官
、
小
学
校
代
表
４
名
）

３
．
東
ニ
ュ
ー
ブ
リ
テ
ィ
ン
州
視
察
官
に
よ
る
啓
発
研

修
東
ニ
ュ
ー
ブ
リ
テ
ィ
ン
州
視
察
官

遠
隔
校
支
援
委
員
会

東
ニ
ュ
ー
ブ
リ
テ
ィ
ン

州
0

0
1
0

3
0

6
0

6
0

6
0

東
ニ
ュ
ー
ブ
リ
テ
ィ
ン
州
啓
発
学
校
教
員
、
学
校
運
営
委
員

会
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー

４
．
　
テ
レ
ビ
授
業
が
開
始
さ
れ
た
地
域
に
お
け
る
テ

レ
ビ
活
用
・
啓
発
活
動
研
修

遠
隔
校
支
援
委
員
会
・
専
門
家

E
N
B
P
視
察
官

東
ニ
ュ
ー
ブ
リ
テ
ィ
ン

州
0

0
0

0
3

1
0

3
0

東
ニ
ュ
ー
ブ
リ
テ
ィ
ン
州
啓
発
学
校
教
員
、
学
校
運
営
委
員

会
、
８
４
名

５
．
　
テ
レ
ビ
授
業
が
開
始
さ
れ
た
地
域
に
お
け
る
機

材
維
持
管
理
研
修

遠
隔
校
支
援
委
員
会
・
専
門
家

E
N
B
P
視
察
官

東
ニ
ュ
ー
ブ
リ
テ
ィ
ン

州
0

0
0

0
3

1
0

3
0

東
ニ
ュ
ー
ブ
リ
テ
ィ
ン
州
啓
発
学
校
教
員
、
学
校
運
営
委
員

会
、
８
8
名

６
．
　
東
セ
ピ
ッ
ク
州
で
テ
レ
ビ
授
業
が
開
始
し
た
啓

発
校
へ
の
テ
レ
ビ
活
用
・
啓
発
活
動
研
修

遠
隔
校
支
援
委
員
会
・
専
門
家
・
州

教
育
局
職
員

東
セ
ピ
ッ
ク
州

0
0

3
6

2
1
0

3
0

東
ニ
ュ
ー
ブ
リ
テ
ィ
ン
州
啓
発
学
校
教
員
、
学
校
運
営
委
員

会
、
１
２
名

７
．
　
東
セ
ピ
ッ
ク
州
で
テ
レ
ビ
授
業
が
開
始
し
た
啓

発
校
へ
の
機
材
維
持
管
理
研
修

遠
隔
校
支
援
委
員
会
・
専
門
家
・
州

教
育
局
職
員

東
セ
ピ
ッ
ク
州

0
0

3
6

2
1
0

3
0

東
ニ
ュ
ー
ブ
リ
テ
ィ
ン
州
啓
発
学
校
教
員
、
学
校
運
営
委
員

会
、
１
２
名

3
-
4

3
-
2

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
7

2
0
0
5

3
-
3

テ
レ
ビ
受
信
校
に
お
け
る
テ
レ
ビ
機
材
の
維
持
管
理
（
テ
レ
ビ
受
信
校
の
教
員
は
日
常
的
な
維
持
管
理
、
州
の
技
術
者
は
テ
レ
ビ
受
信
校
へ
の
ア
ド
バ
イ
ス
・
修
理
を
行
な
う
）
方
法
の
指
導

１
．
　
テ
レ
ビ
機
材
維
持
管
理
指
導
を
担
当
す
る
委
員
へ
の
研
修
方
法
と
研
修
用
教
材
開
発
指
導

2
.
　
モ
デ
ル
州
の
テ
レ
ビ
学
校
の
機
材
維
持
を
担
当
す
る
サ
ー
ビ
ス
チ
ー
ム
が
継
続
し
て
テ
レ
ビ
受
信
校
の
支
援
を
行
う
た
め
に
、
サ
ー
ビ
ス
チ
ー
ム
へ
の
研
修
を
行
う
。

３
．
　
テ
レ
ビ
受
信
校
が
日
常
的
な
機
材
維
持
管
理
と
修
理
に
対
応
し
た
運
営
を
行
え
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
研
修
の
実
施

2
0
0
7

2
0
0
7

１
．
　
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
保
護
者
が
テ
レ
ビ
授
業
の
重
要
性
を
理
解
し
、
テ
レ
ビ
機
材
の
維
持
管
理
費
用
の
支
援
、
盗
難
防
止
等
の
実
践
を
促
進
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
啓
発
活
動
の
実
施
の
た
め
の
啓
発
用
教
材
の
開
発
と
啓
発
研
修
手
法
の
研
修
　
（
*
2
0
0
7
年
２
回
　
J
I
C
A
ネ
ッ
ト
を
活
用
し
教
材
作
成
に
つ
い
て
の
指
導
を

行
っ
た
。
）

２
．
　
テ
レ
ビ
受
信
校
へ
の
啓
発
活
動
研
修
。
研
修
後
、
テ
レ
ビ
受
信
校
の
学
校
運
営
委
員
会
、
教
員
が
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
を
対
象
に
啓
発
活
動
を
実
施
す
る
。

4
-
3

2
0
0
5

2
0
0
6

1
.
 
テ
レ
ビ
に
よ
る
D
E
P
I
教
員
研
修
番
組
の
報
告
書
作
成
の
た
め
に
、
D
E
P
I
 
教
員
研
修
番
組
を
実
験
的
に
制
作
す
る
。
番
組
制
作
の
た
め
の
授
業
準
備
、
番
組
制
作
方
法
の
研
修

2
.
 
テ
レ
ビ
に
よ
る
D
E
P
I
 
教
員
番
組
の
調
査
を
す
る
た
め
に
、
他
国
、
国
内
の
遠
隔
教
育
実
践
に
つ
い
て
学
ぶ

実
施
者

支
援
者

テ
レ
ビ
受
信
校
に
お
け
る
機
材
の
維
持
管
理
状
況
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
実
施
方
法
の
指
導

1
.
 
機
材
維
持
管
理
の
定
期
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
調
査
方
法
研
修
と
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
調
査
票
開
発
研
修

2
.
 
州
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
委
員
会
が
テ
レ
ビ
受
信
校
を
定
期
的
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
実
施
し
機
材
の
維
持
管
理
状
況
を
把
握
し
、
助
言
を
す
る
た
め
の
研
修
。

3
.
テ
レ
ビ
受
信
校
に
お
け
る
機
材
の
維
持
管
理
状
況
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
業
務
の
研
修

実
施
者

支
援
者

2
0
0
6

2
0
0
5

2
0
0
6
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P
D
M
活
動
N
o

研
修
名

年
度

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
セ
ミ
ナ
ー

実
施
場
所

実
施
回
数

実
施
日
数

実
施
回
数

実
施
日
数

実
施
回
数

実
施
日
数

参
加
者
数
/
回

参
加
者
内
訳

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ス
テ
ア
リ
ン
グ
委

員
会

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営
委
員
会

ポ
ー
ト
モ
レ
ス
ビ
ー

0
0

1
2

1
2

1
0
0

教
育
省
関
係
者
、
モ
デ
ル
州
と
啓
発
州
（
教
育
局
長
、
視
察

官
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
調
整
員
、
サ
ー
ビ
ス
チ
ー
ム
、
テ
レ
ビ
受

信
校
校
長
、
学
校
運
営
委
員
機
代
表
、
テ
レ
ビ
活
用
教
員
）
、

N
C
D
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
　
（
延
べ
人
数
）
　
２
０
０
６
年

2
3
9
名
、
2
0
0
7
年
1
9
6
名

4
-
4

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
が
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
と
課
題
を
発
表
し
、
今
後
の
行
動
計
画
を
策
定

2
0
0
6

2
0
0
7

実
施
者

支
援
者

2
0
0
5

テ
レ
ビ
授
業
普
及
可
能
性
の
検
証
を
行
う
た
め
に
、
東
セ
ピ
ッ
ク
州
及
び
ブ
ー
ゲ
ン
ビ
ル
州
の
中
で
テ
レ
ビ
機
材
を
供
与
し
て
い
な
い
地
域
、
並
び
に
日
本
が
テ
レ
ビ
機
材
を
供
与
し
て
い
な
い
州
に
お
い
て
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
を
実
施

1
.
 
東
セ
ピ
ッ
ク
州
、
ブ
ー
ゲ
ン
ビ
ル
州
の
テ
レ
ビ
機
材
を
供
与
し
て
い
な
い
地
域
で
の
啓
発
活
動
の
た
め
の
研
修

２
．
　
日
本
が
テ
レ
ビ
機
材
を
供
与
し
て
い
な
い
東
ニ
ュ
ー
ブ
リ
テ
ィ
ン
州
の
パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動
。
教
育
省
幹
部
と
職
員
を
対
象
に
し
た
、
メ
デ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
と
ブ
ー
ゲ
ン
ビ
ル
自
治
州
へ
の
ス
タ
デ
ィ
ー
ツ
ア
ー
研
修

3
.
 
ス
タ
デ
ィ
ー
ツ
ア
ー
の
経
験
か
ら
、
東
ニ
ュ
ー
ブ
リ
テ
ィ
ン
州
で
視
察
官
が
中
心
と
な
り
啓
発
校
に
対
し
て
、
啓
発
研
修
を
行
う
。

４
．
　
東
ニ
ュ
ー
ブ
リ
テ
ィ
ン
州
に
お
い
て
テ
レ
ビ
授
業
を
開
始
し
た
学
校
へ
の
テ
レ
ビ
活
用
・
啓
発
活
動
研
修

5
.
　
東
ニ
ュ
ー
ブ
リ
テ
ィ
ン
州
に
お
い
て
テ
レ
ビ
授
業
を
開
始
し
た
学
校
へ
の
機
材
維
持
管
理
研
修

6
.
 
啓
発
活
動
に
よ
り
東
セ
ピ
ッ
ク
州
で
テ
レ
ビ
授
業
が
開
始
し
た
啓
発
校
へ
の
テ
レ
ビ
活
用
・
啓
発
活
動
研
修

７
．
　
啓
発
活
動
に
よ
り
東
セ
ピ
ッ
ク
州
で
テ
レ
ビ
授
業
が
開
始
し
た
啓
発
校
へ
の
機
材
維
持
研
修
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